
別紙１ 
「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」（公正慣習規則第９号） 

の一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 
新 旧 

  

（信用取引及び発行日決済取引に関する説明

書の交付等）  

第６条 協会員は、信用取引又は時価発行公募

増資に係る発行日決済取引を初めて行う顧

客（｢証券会社に関する内閣府令｣第 28 条第

１項各号、又は「金融機関の証券業務に関す

る内閣府令」第 15 条第１項各号に掲げる者

を除く。以下第６条の２、第６条の３及び第

６条の５において同じ｡）に対し信用取引制

度又は発行日決済取引制度の概要を記載し

た説明書を交付し、その内容について十分説

明するものとする。 

（信用取引及び発行日決済取引に関する説明

書の交付等） 

第６条 会員は、信用取引又は時価発行公募増

資に係る発行日決済取引を初めて行う顧客

（｢証券会社に関する内閣府令｣第 28 条第１

項各号、又は「金融機関の証券業務に関する

内閣府令」第 15 条第１項各号に掲げる者を

除く。以下第６条の２から第６条の４におい

て同じ｡）に対し信用取引制度又は発行日決

済取引制度の概要を記載した説明書を交付

し、その内容について十分説明するものとす

る。 

２ 協会員は、顧客から信用取引の注文を受け

る際は、その都度、制度信用取引、一般信用

取引の別等について、当該顧客の意向を確認

するものとする。 
 

２ 会員は、顧客から信用取引の注文を受ける

際は、その都度、制度信用取引、一般信用取

引の別等について、当該顧客の意向を確認す

るものとする。 
 

（新興市場銘柄についての説明）  

第６条の２ 協会員は、次の各号に掲げる銘柄

の取引（当該銘柄の上場に係る募集又は売出

しに係る取引を含む。）を初めて行う顧客に

対し、当該市場の概要及び当該市場の性格に

ついて十分説明するものとする。 

1 名古屋証券取引所セントレックス上場銘

柄

2～5 （ 現行どおり ） 

（新興市場銘柄等についての説明）  

第６条の２ 会員は、次の各号に掲げる銘柄の

取引（当該銘柄の上場に係る募集又は売出し

に係る取引を含む。）を初めて行う顧客に対

し、当該市場の概要及び当該市場の性格につ

いて十分説明するものとする。 

1 名古屋証券取引所成長企業市場部上場銘

柄

2～5 （ 省 略 ） 
 

（信用取引に関する説明書等の交付及び確認書

の徴求の特例） 

第６条の４ 会員が特別会員に証券仲介業務

の委託を行っている場合において、会員又は特

別会員のいずれか一方の協会員が前３条の規

定により信用取引等に関する説明書の交付、そ

 
 
 
（ 新 設 ） 

1 



新 旧 
の内容等の十分な説明又は新株予約権証券取

引等に関する確認書の徴求をしたときは、当該

他の協会員は、これら各条の規定にかかわら

ず、これら説明書の交付等を要しないものとす

る。

 

（預金等との誤認防止）  

第６条の５ 特別会員は、証取法第 65 条の２

第１項の登録及び同条第３項の認可に係る業

務（以下「登録等証券業務」という。）に関し

同法第 65 条第２項第１号から第４号までに掲

げる有価証券（国債証券等及び国債証券等のみ

の有価証券指数を除く。）を取り扱う場合には、

業務の方法に応じ、顧客の知識、経験及び財産

の状況を踏まえ、顧客に対し、書面の交付その

他の適切な方法により、これら有価証券と預金

等との誤認を防止するための説明を行わなけ

ればならない。

（預金等との誤認防止）  

第６条の４ 特別会員は、投資信託及び外国投

資信託の受益証券、投資証券、投資法人債券若

しくは外国投資証券の募集又は証券取引法施

行令第 17 条の２に規定する有価証券の募集若

しくは売付けの勧誘に当たっては、これらの有

価証券と預金等との誤認防止を図るため、顧客

に対し、書面の交付その他の適切な方法によ

り、細則で定める事項について十分説明しなけ

ればならない。

 

 

２ 特別会員は、前項に規定する説明を行う場

合には、次の各号に掲げる事項を説明するもの

とする。 

1 預金等ではないこと (保険会社にあって

は保険契約でないこと)  

2 預金保険法第53条に規定する保険金の支

払いの対象とはならないこと (保険会社に

あっては保険業法第270条の３第２項第１号

に規定する補償対象契約に該当しないこと)  

3 証取法第 79 条の 21 に規定する投資者保

護基金による同法第79条の 56の規定に基づ

く一般顧客に対する支払の対象でないこと

（特別会員が有価証券の預託を受ける場合

に限る。） 

4 元本の返済が保証されていないこと 

5 契約の主体

6 その他預金等との誤認防止に関し参考と

なると認められる事項 

３ 特別会員は、その営業所又は事務所におい

て、第１項に掲げる有価証券を取り扱う場合に

（新 設） 

現行細則第２条の内容を規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 
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新 旧 
は、特定の窓口において、取り扱うとともに、

前項第１号から第３号までに掲げる事項を顧

客の目につきやすいように当該窓口に掲示し

なければならない。

  

（過当勧誘の防止等）  

第８条 （ 現行どおり ） 
（過当勧誘の防止等） 
第８条 （ 省 略 ） 

２ 協会員は、本協会若しくは証券取引所又は

証券金融会社により次の各号に掲げる措置

が採られている銘柄については、信用取引の

勧誘を自粛するものとする。 

 1・2 （ 現行どおり ） 

２ 会員は、本協会若しくは証券取引所又は証

券金融会社により次の各号に掲げる措置が

採られている銘柄については、信用取引の勧

誘を自粛するものとする。 

 1・2 （ 省 略 ） 
３ 協会員は、前項各号に掲げる銘柄及び本協

会若しくは証券取引所又は証券金融会社に

より次の各号に掲げる措置が採られている

銘柄については、顧客から信用取引を受託す

る場合において、当該顧客に対し、これらの

措置が行われている旨及びその内容を説明

するものとする。 

 1～3 （ 現行どおり ） 

３ 会員は、前項各号に掲げる銘柄及び本協会

若しくは証券取引所又は証券金融会社によ

り次の各号に掲げる措置が採られている銘

柄については、顧客から信用取引を受託する

場合において、当該顧客に対し、これらの措

置が行われている旨及びその内容を説明す

るものとする。 

 1～3 （ 省 略 ）  
４ 協会員は、証券取引所が株券オプション取

引の制限又は禁止措置を行っている銘柄に

ついては、株券オプション取引の勧誘を自粛

するものとする。 

４ 会員は、証券取引所が株券オプション取引

の制限又は禁止措置を行っている銘柄につ

いては、株券オプション取引の勧誘を自粛す

るものとする。 
５ 協会員は、前項に掲げる銘柄及び証券取引

所により次の各号に掲げる措置が採られて

いる銘柄については、顧客から株券オプショ

ン取引を受託する場合において、当該顧客に

対し、これらの措置が行われている旨及びそ

の内容を説明するものとする。 

1・2 （ 現行どおり ）  

５ 会員は、前項に掲げる銘柄及び証券取引所

により次の各号に掲げる措置が採られてい

る銘柄については、顧客から株券オプション

取引を受託する場合において、当該顧客に対

し、これらの措置が行われている旨及びその

内容を説明するものとする。 

1・2 （ 省 略 ）  

 

（店頭有価証券の投資勧誘の禁止）  

第８条の２ 協会員は、店頭有価証券について

は、「店頭有価証券の売買その他の取引に関

する規則」（公正慣習規則第 2 号）に規定す

る場合を除き、顧客に対し投資勧誘を行って

 
（店頭有価証券の投資勧誘の禁止）  

第８条の２ 会員は、店頭有価証券について

は、「店頭有価証券の売買その他の取引に関

する規則」（公正慣習規則第 2 号）に規定す

る場合を除き、顧客に対し投資勧誘を行って
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新 旧 
はならない。 

 
はならない。 

（内部者取引の未然防止）  

第 13 条 協会員は、証取法第 163 条第１項に

規定する上場会社等の役員、主要株主等がそ

の職務又は地位により知り得た情報を不当

に利用して、当該会社の特定有価証券等（証

取法第163条第１項に規定する特定有価証券

等をいう。）の売買取引を行うこと等の内部

者取引の未然防止に努めるものとする。 

（内部者取引の未然防止）  

第 13 条 会員は、証取法第 163 条第１項に規

定する上場会社等の役員、主要株主等がその

職務又は地位により知り得た情報を不当に

利用して、当該会社の特定有価証券等（証取

法第163条第１項に規定する特定有価証券等

をいう。）の売買取引を行うこと等の内部者

取引の未然防止に努めるものとする。 

２ 協会員は、店頭取扱有価証券の発行会社の

役員、主要株主等がその職務又は地位により

知り得た情報を不当に利用して、当該会社の

株式等の売買取引を行うこと等の内部者取

引の未然防止に努めるものとする。 

 

２ 会員は、店頭取扱有価証券の発行会社の役

員、主要株主等がその職務又は地位により知

り得た情報を不当に利用して、当該会社の株

式等の売買取引を行うこと等の内部者取引

の未然防止に努めるものとする。 

（特別会員の顧客に対する融資等の便宜の提

供の禁止）  

第 18 条 特別会員は、顧客に対して、融資、

保証等の特別の便宜の提供を約し、登録等証

券業務に係る取引又は当該取引の勧誘は行

わないものとする。

（特別会員の顧客に対する融資等の便宜の提

供）  

第 18 条 特別会員は、証取法第 65条の２第１

項の登録及び同条第３項の認可に係る業務

（以下「登録等証券業務」という。）に係る

取引の勧誘に当たって、顧客に対して、融資、

保証等の特別の便宜を提供することを約さ

ないものとする。

 

（特別会員の自動的な信用供与の禁止等）  

第 19 条 特別会員は、先物取次業務に係る取

引について、顧客に対して、損失の穴埋め、

委託証拠金の新規又は追加の差入れのため

の信用の供与を自動的に行わないこととし、

次に掲げる措置を講じるものとする。また、

明らかに委託証拠金の新規又は追加の差入

れのための信用の供与は行わないものとす

る。 

 1 新規に国債証券等に係る有価証券先物取

引等の専用口座（以下「債券先物取引用口

座」という。）を設定し、当該口座について

当座貸越を禁止する。 

 

（特別会員の自動的な信用供与の禁止等）  

第 19 条 特別会員は、顧客に対して、登録等

証券業務に係る取引について、損金の穴埋

め、委託証拠金の新規又は追加の差入れのた

めの信用の供与を自動的に行わないことと

し、次に掲げる処置をとるものとする。また、

明らかに委託証拠金の新規又は追加の差入

れのための信用の供与は行わないものとす

る。 

1 顧客との取引に当たっては、新規に国債

証券等に係る有価証券先物取引等の専用口

座（以下「債券先物取引用口座」という。）

を設定し、当該口座について当座貸越を禁
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新 旧 
 

2 （ 現行どおり ） 

止する。 

2  （ 省 略 ） 

２  （ 現行どおり ） ２   （ 省 略 ） 

３ 特別会員は、証券仲介業務に係る取引につ

いて、顧客に対して、当該顧客が会員に開設し

た取引口座に残高不足が生じた場合に、信用の

供与を自動的に行い、又はこれを行うことを約

した証券仲介行為は行わないものとする。

 

（ 新 設 ） 

（非公開融資等情報の管理の徹底等） 

第 19 条の２ 特別会員は、証券仲介業務を行

うに当たっては、有価証券の発行者である顧客

の非公開融資等情報（「金融機関の証券業務に

関する内閣府令」第 27 条第４号に規定する「有

価証券の発行者である顧客の非公開融資等情

報」をいう。）の管理及び当該情報に係る不公

正取引の未然防止に関する社内規則を定める

とともに、これを役職員に周知し、その遵守徹

底を図るものとする。

 

 

（ 新 設 ） 

（内部者取引管理体制の整備）  

第 21 条 協会員は、内部者取引の未然防止を

図るため、役員及び従業員がその業務に関し

て取得した発行会社に係る未公表の情報の

管理、顧客管理及び売買管理等に関する社内

規則を制定する等、内部者取引に関する管理

体制の整備に努めるものとする。 

（内部者取引管理体制の整備）  

第 21 条 会員は、内部者取引の未然防止を図

るため、役員及び従業員がその業務に関して

取得した発行会社に係る未公表の情報の管

理、顧客管理及び売買管理等に関する社内規

則を制定する等、内部者取引に関する管理体

制の整備に努めるものとする。 

 

（信託勘定取引の適正な管理）  

第 22 条 協会員は、顧客の信託契約（特定金

銭信託契約及び特定金外信託契約を含む。）

に基づく勘定を利用した取引を的確に把握

し、その適正な管理に努めるものとする。 

 

（特金勘定取引の適正な管理）  

第 22 条 会員は、顧客の特定金銭信託契約（特

定金外信託契約を含む。）に基づく勘定を利

用した取引を的確に把握し、その適正な管理

に努めるものとする。 
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新 旧 
付   則 

 

 この改正は、平成 16 年 12 月１日から施行す

る。 
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別紙２ 

「『協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則』に関する細則」の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 
新 旧 

（削 る） 

規則第６条の５に移行 

(預金等との誤認防止のための説明事項)  

第２条 規則第６条の４に規定する預金等と

の誤認防止のための説明事項は、次の各号に定

める事項とする。  

１ 預金等でないこと (保険会社にあって

は保険契約でないこと)  

 ２ 預金保険法第 53 条に規定する保険金の

支払いの対象とはならないこと (保険会

社にあっては保険業法第270条の３第２項

第１号に規定する補償対象契約に該当し

ないこと)  

 ３ 証取法第79条の 21に規定する投資者保

護基金による同法第79条の 56の規定に基

づく一般顧客に対する支払の対象でない

こと 

 ４ 元本の返済が保証されていないこと 

５ 契約の主体その他預金等との誤認防止

に関し参考となると認められる事項

 

第２条 （現行どおり） 

  

付  則 

 

 この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から施行す

る。 

 

 
第３条 （省 略） 

 

  



別紙３ 
「外国証券の取引に関する規則」（公正慣習規則第４号）の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 

(定 義) 

第２条 この規則において次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 
１ 外国証券 
外国株券、外国新株予約権証券、外国債券、

外国投資信託受益証券、外国投資証券、外

国貸付債権信託受益証券、海外ＣＤ、海外

ＣＰ、外国優先出資証券、外国カバードワ

ラント、外国預託証券及び外国組合契約出

資持分をいう。 
２～12   （ 現行どおり ） 
13 外国組合契約出資持分 

特定有価証券の内容等の開示に関する内

閣府令（平成５年大蔵省令第 22 号）第１

条第５号の２ロに規定する権利をいう。

14～16   （ 現行どおり ） 
 

(定 義) 

第２条 この規則において次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 
１ 外国証券 
外国株券、外国新株予約権証券、外国債券、

外国投資信託受益証券、外国投資証券、外

国貸付債権信託受益証券、海外ＣＤ、海外

ＣＰ、外国優先出資証券、外国カバードワ

ラント及び外国預託証券をいう。 
 
２～12   （ 省   略 ） 

 
       （ 新   設 ） 
      
 
13～15   （ 省   略 ） 

 
（勧誘によらず売り付ける場合の取扱い） 

第６条 協会員は、顧客に対し外国証券の売付

けの申込み又は買付けの申込みの勧誘（以下

「勧誘」という。）を行わずに外国証券の売付

け又は売付けの媒介（委託の媒介を含む。）を

行う場合には、次の各号に掲げる事例に該当

する場合を除き、当該注文が当該顧客の意向

に基づくものである旨の記録を作成のうえ、

整理、保存する等適切な管理を行わなければ

ならない。 
 １～６   （ 現行どおり ） 
 ７ 顧客の買付けに係る注文が他の協会員

若しくは証券仲介業者を経由する場合又は

当該注文が他の協会員若しくは証券仲介業

者の勧誘に基づくものである場合 

（勧誘によらず売り付ける場合の取扱い） 

第６条 協会員は、顧客に対し外国証券の売付

けの申込み又は買付けの申込みの勧誘（以下

「勧誘」という。）を行わずに外国証券を売

り付ける場合には、次の各号に掲げる事例に

該当する場合を除き、当該注文が当該顧客の

意向に基づくものである旨の記録を作成の

うえ、整理、保存する等適切な管理を行わな

ければならない。 
 
 １～６   （ 省   略 ） 
 ７ 顧客の買付けに係る注文が証券仲介業

者を経由する場合又は当該注文が証券仲介

業者の勧誘に基づくものである場合 
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（条件付勧誘により売り付ける場合の取扱い） 

第７条 協会員は、顧客に対し、第９条第１項

各号に掲げる外国証券につき、売出しに該当

しない勧誘を行い、当該協会員又は委託協会

員（当該協会員に当該勧誘を委託する協会員

をいう。以下同じ。）が売り付ける場合には、

あらかじめ又は同時に、当該顧客に対し、非

居住者（外国為替及び外国貿易法第６条第１

項第６号に規定する非居住者をいう。）に譲

渡するものを除き一括して他の一の者に譲

渡する場合以外にその譲渡を行わないこと

を約する旨の条件（以下「転売制限」という。）

が付されていることを明らかにした書面（以

下「転売制限等告知書」という。）を交付し

なければならない。 
２～３    （ 現行どおり ） 
 

（条件付勧誘により売り付ける場合の取扱い） 

第７条 協会員は、顧客に対し、第９条第１項

各号に掲げる外国証券につき、売出しに該当

しない勧誘を行い売り付ける場合には、あら

かじめ又は同時に、当該顧客に対し、非居住

者（外国為替及び外国貿易法第６条第１項第

６号に規定する非居住者をいう。）に譲渡す

るものを除き一括して他の一の者に譲渡す

る場合以外にその譲渡を行わないことを約

する旨の条件（以下「転売制限」という。）

が付されていることを明らかにした書面（以

下「転売制限等告知書」という。）を交付し

なければならない。 
 
 
２～３    （ 省   略 ） 
 

（例外的取扱い） 

第８条 協会員は、顧客（機関投資家を除く。）

に対し次条第１項各号に掲げる外国証券の勧

誘を行い、当該勧誘が売出しに該当しない場

合において、当該顧客に対し勧誘に係る外国

証券の内容等を説明した文書（第 11 条に定め

る事項を記載したものに限る。以下「外国証

券内容説明書」という。）を交付するとともに、

当該協会員又は委託協会員が当該顧客からの

買付けに係る証券について保管の委託を受け

るときには、当該外国証券に関し転売制限を

付することを要しない。 

２      （ 現行どおり ） 
３ 協会員は、次条第１項各号に掲げる外国証

券を機関投資家を相手方として勧誘する場合

において、協会員又は非居住者に譲渡するも

のを除き譲渡を行わないことを約する旨の条

件が付されていることを明らかにしていると

き又は当該協会員若しくは委託協会員が当該

機関投資家の買付けに係る証券について保管

（例外的取扱い） 

第８条 協会員は、顧客（機関投資家を除く。）

に対し次条第１項各号に掲げる外国証券の勧

誘を行い、当該勧誘が売出しに該当しない場

合において、当該顧客に対し勧誘に係る外国

証券の内容等を説明した文書（第 11 条に定め

る事項を記載したものに限る。以下「外国証

券内容説明書」という。）を交付するとともに、

当該顧客からの買付けに係る証券について保

管の委託を受けるときには、当該外国証券に

関し転売制限を付することを要しない。 

 
２      （ 省   略 ） 
３ 協会員は、次条第１項各号に掲げる外国証

券を機関投資家を相手方として勧誘する場合

において、協会員又は非居住者に譲渡するも

のを除き譲渡を行わないことを約する旨の条

件が付されていることを明らかにしていると

き又は当該機関投資家の買付けに係る証券に

ついて保管の委託を受けるときには、当該機
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の委託を受けるときには、当該機関投資家に

対し転売制限等告知書を交付することを要し

ない。 
４      （ 現行どおり ） 
 

関投資家に対し転売制限等告知書を交付する

ことを要しない。 
 
４      （ 省   略 ） 
 

（告知書の交付） 

第 10 条 協会員は、顧客又は他の協会員に対

し、前条第１項各号に掲げる外国証券以外の

外国証券につき、売出しに該当しない勧誘を

行い、当該協会員又は委託協会員が売り付け

る場合には、第７条第２項各号に掲げる場合

を除き、あらかじめ又は同時に、転売制限等

告知書を当該顧客又は他の協会員に交付し

なければならない。 
 
 

（告知書の交付） 

第 10 条 協会員は、顧客又は他の協会員に対

し、前条第１項各号に掲げる外国証券以外の

外国証券につき、売出しに該当しない勧誘を

行い売り付ける場合には、あらかじめ又は同

時に、転売制限等告知書を当該顧客又は他の

協会員に交付しなければならない。 
 
 
 

（対象証券） 

第 13 条 外国株券等、外国新株予約権証券及

び外国債券について、協会員が顧客（機関投

資家及び第９条第３項に定める事業会社等

を除く。第 15条において同じ。）に対し勧誘

を行うことができるものは、次の各号に掲げ

る証券とする。ただし、海外証券先物取引等

の受渡決済に伴い受渡しをする外国証券の

場合は、この限りでない。 
 
 １～５   （ 現行どおり ） 
２      （ 現行どおり ） 
 

（対象証券） 

第 13 条 外国株券等、外国新株予約権証券及

び外国債券について、協会員が勧誘を行うこ

とにより顧客（機関投資家及び第９条第３項

に定める事業会社等を除く。第 15 条におい

て同じ。）から外国取引による買付けの注文

を受けることができるものは、次の各号に掲

げる証券とする。ただし、海外証券先物取引

等の受渡決済に伴い受渡しをする外国証券

の場合は、この限りでない。 
 １～５   （ 省   略 ） 
２      （ 省   略 ） 
 

（対象証券） 
第 15 条 外国株券等、外国新株予約権証券及
び外国債券について、協会員が顧客に対し勧

誘を行うことができるものは、第 13 条に定

める外国証券とする。 

 
 
 

（対象証券） 
第 15 条 外国株券等、外国新株予約権証券及
び外国債券について、協会員が勧誘を行うこ

とにより顧客から国内店頭取引による買付

けの注文を受けることができるものは、第 13

条に定める外国証券とする。 
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（対象証券） 

第 25条 協会員が顧客（機関投資家を除く。）

に対し勧誘（新たに発行される外国投資信託

証券の取得の申込みの勧誘を含む。）を行う

ことができる外国投資信託証券は、次の各号

の全てを満たしており投資家保護上問題が

ないことを当該協会員が確認したものとす

る。 
 １～２   （ 現行どおり ） 
 

（対象証券） 

第 25条 協会員が顧客（機関投資家を除く。）

に対し勧誘を行うことにより販売等ができ

る外国投資信託証券は、次の各号の全てを満

たしており投資家保護上問題がないことを

当該協会員が確認したものとする。 
 
 
 １～２   （ 省   略 ） 
 

（資料の公開） 

第 32 条    （ 削   る ） 
 
 
 
 
 
 
１～３    （ 現行どおり ） 
 

（資料の公開） 

第 32 条 協会員は、外国投資信託証券を顧客

（機関投資家及び第 25 条第２号ただし書き

に掲げる販売等を行う相手方を除く。以下本

条において同じ。）に販売しようとするとき

は、前条第１項に規定する目論見書をあらか

じめ又は同時に当該顧客に交付しなければ

ならない。

２～４    （ 省   略 ） 
 

       
（ 削   除 ） 

 
 
 
 
 
 
 

（目論見書の交付） 

第 36 条 協会員は、外国株券等の募集若しく

は売出し又は国内の取引所有価証券市場へ

の上場に際し、当該外国株券等を顧客に販売

しようとするときは、当該募集若しくは売出

しに係る目論見書又は国内の証券取引所が

定める上場のための目論見書をあらかじめ

又は同時に交付しなければならない。

 
（電磁的方法による書面の交付等） 

第 40 条 協会員は、次に掲げる書面の交付等

に代えて、「書面の電磁的方法による提供等

の取扱いについて」（理事会決議）に定める

ところにより、当該書面に記載すべき事項に

ついて電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法によ

り提供することができる。この場合におい

（電磁的方法による書面の交付等） 

第 40 条 協会員は、次に掲げる書面の交付等

に代えて、「書面の電磁的方法による提供等

の取扱いについて」（理事会決議）に定める

ところにより、当該書面に記載すべき事項に

ついて電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法によ

り提供することができる。この場合におい
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て、当該協会員は、当該書面の交付等を行っ

たものとみなす。 
 １～８   （ 現行どおり ） 
       （ 削   る ） 
 
 ９     （ 現行どおり ） 
       （ 削   る ） 
 
 10～11   （ 現行どおり ） 
２      （ 現行どおり ） 
 

て、当該協会員は、当該書面の交付等を行っ

たものとみなす。 
 １～８   （ 省   略 ） 
 ９ 第 32 条第１項に規定する外国投資信託

証券の目論見書

 10     （ 省   略 ） 
 11 第 36 条に規定する外国株券等の募集若

しくは売出し等に係る目論見書

 12～13   （ 省   略 ） 
２      （ 省   略 ） 
 

付   則 
 
 この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から施行す

る。 
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別紙 4 

「国内ＣＰ等及び私募社債の売買取引等に係る勧誘等について」（理事会決議）の 

一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
 
第２ 国内ＣＰ等の売買取引等に係る勧誘等 

 
８．勧誘によらず売り付ける場合の取扱い 

協会員は、顧客に対し勧誘を行わずに国

内ＣＰ等（商工組合中央金庫法（昭和 11 年

法律第 14 号）第 33 条ノ２に規定する短期

商工債券、信用金庫法（昭和 26 年法律第

238 号）第 54 条の３の２第１項に規定する

短期債券及び農林中央金庫法（平成 13 年

法律第 93 号）第 62 条の２第１項に規定す

る短期農林債券を除く。）の売付け又は売付

けの媒介（委託の媒介を含む。）を行う場合に

は、当該注文が当該顧客の意向に基づくも

のである旨の記録を作成のうえ、整理、保

存する等適切な管理を行わなければならな

い。 

ただし、顧客の買付けに係る注文が他の

協会員若しくは証券仲介業者を経由する場

合又は当該注文が他の協会員若しくは証券

仲介業者の勧誘に基づくものである場合

を除く。 
 
９．    （ 現行どおり ） 
 

 
第２ 国内ＣＰ等の売買取引等に係る勧誘等 

 
８．勧誘によらず売り付ける場合の取扱い 

協会員は、顧客に対し勧誘を行わずに国

内ＣＰ等（商工組合中央金庫法（昭和 11 年

法律第 14 号）第 33 条ノ２に規定する短期

商工債券、信用金庫法（昭和 26 年法律第

238 号）第 54 条の３の２第１項に規定する

短期債券及び農林中央金庫法（平成 13 年

法律第 93 号）第 62 条の２第１項に規定す

る短期農林債券を除く。）を売り付ける場合

には、当該注文が当該顧客の意向に基づく

ものである旨の記録を作成のうえ、整理、

保存する等適切な管理を行わなければなら

ない。 

ただし、顧客の買付けに係る注文が証券

仲介業者を経由する場合又は当該注文が

証券仲介業者の勧誘に基づくものである

場合を除く。 
 
 
 
９．    （ 省   略 ） 
 

第３ 私募社債の売買取引等に係る勧誘等 

 

10．    （ 現行どおり ） 
 

11．勧誘によらず売り付ける場合の取扱い 

協会員は、顧客に対し勧誘を行わずに私

募社債の売付け又は売付けの媒介（委託の

媒介を含む。）を行う場合には、当該注文

が当該顧客の意向に基づくものである旨

の記録を作成のうえ、整理、保存する等適

切な管理を行わなければならない。 

第３ 私募社債の売買取引等に係る勧誘等 

 
10．     （ 省   略 ） 
 
11．勧誘によらず売り付ける場合の取扱い 

協会員は、顧客に対し勧誘を行わずに私

募社債を売り付ける場合には、当該注文が

当該顧客の意向に基づくものである旨の

記録を作成のうえ、整理、保存する等適切

な管理を行わなければならない。 
ただし、顧客の買付けに係る注文が証券
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ただし、顧客の買付けに係る注文が他の

協会員若しくは証券仲介業者を経由する

場合又は当該注文が他の協会員若しくは

証券仲介業者の勧誘に基づくものである

場合を除く。 

仲介業者を経由する場合又は当該注文が

証券仲介業者の勧誘に基づくものである

場合を除く。 

 
付   則 

 
 この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から施行

する。 

 

 
 
 
 
 

 
（注）今後、この「理事会決議」は、自主規制会議規則第 12 条に基づき、「自主規制会議決議」

として取り扱われることとなります。 
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別紙５ 
「広告等及び景品類の提供に関する規則」（公正慣習規則第７号）の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
(協会員の内部審査等)  

第５条 協会員は、広告等又は景品類の提供を

行うときは、広告等又は景品類の提供の審査

を行う担当者（以下「広告審査担当者」とい

う。）を任命し、第 4 条の規定に違反する事

実がないかどうかを広告審査担当者に審査

させなければならない。ただし、次の各号に

掲げる広告等の審査を除く。

 

 

 

1 「証券取引法第 2条に規定する定義に関す

る内閣府令」第 4条第 1項各号に掲げる者又

はこれに相当する外国の法人その他の団体

のみを対象として行う広告等

2 特別会員が行う証券仲介業務に係る広告

等で委託会員（当該特別会員に証券仲介業務

の委託を行った会員をいう。）の広告審査担

当者による審査が行われたもの

(協会員の内部審査等)  

第５条 協会員は、広告等又は景品類の提供を

行うときは、広告等又は景品類の提供の審査

を行う担当者（以下「広告審査担当者」とい

う。）を任命し、第 4 条の規定に違反する事

実がないかどうかを広告審査担当者に審査

させなければならない。ただし、「証券取引

法第 2条に規定する定義に関する内閣府令」

第4条第1項各号に掲げる者又はこれに相当

する外国の法人その他の団体のみを対象と

して行う広告等はこの限りではない。 

（ 新 設 ） 

ただし書第 1号として規定 

 

 

（ 新 設 ） 

２・３ （ 現行どおり ） ２・３ （ 省 略 ） 

４ 特別会員は、前項の規定にかかわらず、証

券仲介業務に係る広告等又は景品類の提供の

審査を行う広告審査担当者については、第２項

各号のいずれかに該当する者でなければ、当該

広告審査担当者に任命してはならない。

（ 新 設 ） 

５ （ 現行どおり ） ４ （ 省 略 ） 

 

(社内管理体制の整備) 

第６条 協会員は、広告等及び景品類の提供の

適正化を図るため、広告等及び景品類の提供

に係る審査体制、審査基準及び保管体制に関

する社内規則を制定し、これを役職員に周知

し、その遵守を徹底させるものとする。 

 

(社内管理体制の整備) 

第６条 協会員は、広告等及び景品類の提供の

適正化を図るため、広告等及び景品類の提供

に係る審査体制、審査基準及び保管体制に関

する社内規則を制定し、これを役職員に遵守

させるものとする。 

1 
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付   則 

 

１ この改正は、平成 16年 12 月１日から施行

する。 

２ 特別会員が平成 16 年 12 月１日から同 17

年５月 31 日までの間に任命する第５条第４

項の広告審査担当者については、同条第２項

第２号又は第３号の規定にかかわらず、次の

第１号から第３号の全ての要件に該当する

者に限り、当該任命をした日から６月間、証

券仲介業務に係る広告等又は景品類の提供

の審査を行わせることができる。 

1 一種外務員、信用取引外務員又は二種外

務員の資格を有する者 

2 試験規則による特別会員営業責任者資格

試験又は特別会員内部管理責任者資格試験

の合格者 

3 本協会が指定する研修の受講修了者 
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別紙６ 
「アナリスト・レポートの取扱い等について」（理事会決議）の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
 
１ 目 的 
この理事会決議は、アナリスト・レポート

の取扱い等に関し、協会員（特別会員にあっ

ては、証券仲介業務を行う特別会員に限るも

のとし、当該特別会員のアナリスト・レポー

トが証券仲介業務に関するものに限る。）が遵

守すべき事項を定めることにより、アナリス

ト・レポートの作成、使用等に係る業務が適

正かつ公正に遂行されることを図り、もって、

投資者に対する適正かつ有効な情報提供及び

アナリストの資質の向上に資することを目的

とする。 
 

 
１ 目 的 
この理事会決議は、アナリスト・レポート

の取扱い等に関し、会員が遵守すべき事項を

定めることにより、アナリスト・レポートの

作成、使用等に係る業務が適正かつ公正に遂

行されることを図り、もって、投資者に対す

る適正かつ有効な情報提供及びアナリストの

資質の向上に資することを目的とする。 
 

２ 定 義 
この理事会決議において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
① （ 現行どおり ） 
② アナリスト  協会員の役職員であっ

てアナリスト・レポートを執筆する者を

いう。 
③ 外部アナリスト  当該協会員の役職

員以外の者であってアナリスト・レポー

トを執筆する者をいう。 
④ 調査部門  アナリスト・レポートの作

成を行う協会員における部門をいう。 
 

２ 定 義 
この理事会決議において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
① （ 省 略 ） 
② アナリスト  会員の役職員であって

アナリスト・レポートを執筆する者をい

う。 
③ 外部アナリスト   当該会員の役職

員以外の者であってアナリスト・レポー

トを執筆する者をいう。 
④ 調査部門  アナリスト・レポートの作

成を行う会員における部門をいう。 
 

３ 社内管理体制の整備 
協会員は、アナリスト・レポートの社内審査

及び保管、情報の管理、アナリストの意見の

独立性の確保並びにアナリストの証券取引

等に関し、社内規則を制定する等社内管理体

制を整備し、アナリスト・レポートの作成、

３ 社内管理体制の整備 
会員は、アナリスト・レポートの社内審査及

び保管、情報の管理、アナリストの意見の独

立性の確保並びにアナリストの証券取引等

に関し、社内規則を制定する等社内管理体制

を整備し、アナリスト・レポートの作成、使

1 
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使用等に係る業務が適正かつ公正に遂行さ

れるよう努めなければならない。 
 

用等に係る業務が適正かつ公正に遂行され

るよう努めなければならない。 
 

４ 社内審査 
（1） 協会員は、アナリスト・レポートに関す

る指針を策定する等により、アナリスト・

レポートの表示内容及び評価が適正かつ

合理的なものとなるよう努めなければな

らない。 

（2） 協会員は、アナリスト・レポートを使用

しようとするときは、アナリスト・レポー

トの審査を行う担当者（以下「審査担当者」

という。）を定め、審査させなければなら

ない。 

（3） （現行どおり） 

（4） 協会員は、一のアナリスト・レポートに

ついて複数の審査担当者に分担して審査

させることができるものとする。 

（5） 外部アナリストが作成するアナリス

ト・レポートを当該外部アナリストが所属

する会社との契約等に基づき使用する場

合、当該会社において、上記と同様の審査

が行われていることが明らかなときは、当

該会社が行った審査をもって、当該アナリ

スト・レポートを使用する協会員が審査を

行ったものとみなすことができる。 

 

４ 社内審査 
（1） 会員は、アナリスト・レポートに関する

指針を策定する等により、アナリスト・レ

ポートの表示内容及び評価が適正かつ合

理的なものとなるよう努めなければなら

ない。 

（2） 会員は、アナリスト・レポートを使用し

ようとするときは、アナリスト・レポート

の審査を行う担当者（以下「審査担当者」

という。）を定め、審査させなければなら

ない。 

（3） （省 略） 

（4） 会員は、一のアナリスト・レポートにつ

いて複数の審査担当者に分担して審査さ

せることができるものとする。 

（5） 外部アナリストが作成するアナリス

ト・レポートを当該外部アナリストが所属

する会社との契約等に基づき使用する場

合、当該会社において、上記と同様の審査

が行われていることが明らかなときは、当

該会社が行った審査をもって、当該アナリ

スト・レポートを使用する会員が審査を行

ったものとみなすことができる。 

 
５ アナリスト・レポートの保管 
協会員は、公表したアナリスト・レポート及

び当該アナリスト・レポートに係る社内審査

を行った旨の記録を公表した日から 3 年間

保管しなければならない。 
 

５ アナリスト・レポートの保管 
会員は、公表したアナリスト・レポート及び

当該アナリスト・レポートに係る社内審査を

行った旨の記録を公表した日から 3 年間保

管しなければならない。 
 

６ 利益相反についての表示等 
（1） 協会員は、アナリスト・レポートを作成

する（翻訳する場合を除く。）に当たって

は、協会員及び当該アナリスト・レポート

の作成者であるアナリストが当該アナリ

６ 利益相反についての表示等 
（1） 会員は、アナリスト・レポートを作成す

る（翻訳する場合を除く。）に当たっては、

会員及び当該アナリスト・レポートの作成

者であるアナリストが当該アナリスト・レ

 2
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スト・レポートの対象会社と重大な利益相

反の関係にある場合には、その内容を当該

アナリスト・レポートにおいて明確に表示

しなければならない。 

（2） 会員は、自社が株式（優先出資証券及び

外国株預託証券を含む。以下同じ。）、新株

予約権証券又は新株予約権付社債の募集

又は売出しに関し主幹事会社（証券会社の

行為規制等に関する内閣府令第 12 条第 1

項第 2号に規定する主幹事会社をいう。以

下同じ。）となり、当該募集又は売出しに

係る有価証券届出書、発行登録追補書類又

は有価証券通知書（以下「有価証券届出書

等」という。）の提出日から 1 年間を経過

するまでの間に当該会社の株式に係るア

ナリスト・レポートを発表する場合には、

主幹事会社となった旨を当該アナリス

ト・レポートにおいて表示しなければなら

ない。 

（3） 会員は、自社が株式の募集又は売出し（証

券取引所への上場又は本協会への登録に

伴うものに限る。ただし、既に他の証券取

引所に株式が上場されている場合又は本

協会に株式が登録されている場合を除

く。）に関し主幹事会社となり、当該募集

又は売出しに係る有価証券届出書等の提

出日以後、上場日又は登録日から起算して

10 営業日を経過するまでの間に当該会社

の株式に係るアナリスト・レポートを発表

する場合には、当該アナリスト・レポート

においてレーティング及び目標株価を表

示してはならない。 

（4） 協会員は、アナリストが役員（商法に規

定する取締役、執行役、監査役又はこれら

に準ずる者をいう。）となっている会社の

アナリスト・レポートを当該アナリストに

執筆させてはならない。 

 

ポートの対象会社と重大な利益相反の関

係にある場合には、その内容を当該アナリ

スト・レポートにおいて明確に表示しなけ

ればならない。 

（2） 会員は、自社が株式（優先出資証券及び

外国株預託証券を含む。以下同じ。）、新株

予約権証券又は新株予約権付社債の募集

又は売出しに関し主幹事会社（証券会社の

行為規制等に関する内閣府令第 12 条第 1

項第 2号に規定する主幹事会社をいう。以

下同じ。）となり、当該募集又は売出しに

係る有価証券届出書、発行登録追補書類又

は有価証券通知書（以下「有価証券届出書

等」という。）の提出日から 1 年間を経過

するまでの間に当該会社の株式に係るア

ナリスト・レポートを発表する場合には、

主幹事会社となった旨を当該アナリス

ト・レポートにおいて表示しなければなら

ない。 

（3） 会員は、自社が株式の募集又は売出し（証

券取引所への上場又は本協会への登録に

伴うものに限る。ただし、既に他の証券取

引所に株式が上場されている場合又は本

協会に株式が登録されている場合を除

く。）に関し主幹事会社となり、当該募集

又は売出しに係る有価証券届出書等の提

出日以後、上場日又は登録日から起算して

10 営業日を経過するまでの間に当該会社

の株式に係るアナリスト・レポートを発表

する場合には、当該アナリスト・レポート

においてレーティング及び目標株価を表

示してはならない。 

（4） 会員は、アナリストが役員（商法に規定

する取締役、執行役、監査役又はこれらに

準ずる者をいう。）となっている会社のア

ナリスト・レポートを当該アナリストに執

筆させてはならない。 
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７ 外部アナリスト執筆のアナリスト・レポー

トの使用 

（1） 協会員は、外部アナリストが執筆するア

ナリスト・レポートを当該外部アナリスト

が所属する会社又は当該外部アナリスト

との契約等に基づき使用する場合には、当

該外部アナリストと当該アナリスト・レポ

ートの対象会社との重大な利益相反の関

係について、その内容を当該アナリスト・

レポートにおいて明確に表示するための

措置を講じなければならない。ただし、当

該協会員が、その内容を顧客に通知する

（書面又はその他の方法によるものとし、

口頭による方法を除く。以下（2）及び（3）

において同じ。）場合は、この限りでない。 

（2） 協会員は、外部アナリストが執筆するア

ナリスト・レポートを使用する場合には、

次に掲げる事項を顧客に通知しなければ

ならない。ただし、当該アナリスト・レポ

ートに当該事項が表示されている場合は、

この限りでない。 

① 当該協会員が、当該アナリスト・レ

ポートの作成につき、対価を支払って

いる又は支払うべき約束をしている場

合は、その旨 

② 当該協会員が、対象会社を指定して

当該アナリスト・レポートの作成を依

頼した場合は、その旨 

（3） 協会員は、外部アナリストが執筆するア

ナリスト・レポートを使用するに当たり前

記（2）①又は②の場合に該当するときは、

次に掲げる事項（特別会員にあっては①に

限る。）を顧客に通知しなければならない。

ただし、当該アナリスト・レポートに当該

事項が表示されている場合は、この限りで

ない。 

① 協会員が当該アナリスト・レポートの

対象会社と重大な利益相反の関係にあ

７ 外部アナリスト執筆のアナリスト・レポー

トの使用 

（1） 会員は、外部アナリストが執筆するアナ

リスト・レポートを当該外部アナリストが

所属する会社又は当該外部アナリストと

の契約等に基づき使用する場合には、当該

外部アナリストと当該アナリスト・レポー

トの対象会社との重大な利益相反の関係

について、その内容を当該アナリスト・レ

ポートにおいて明確に表示するための措

置を講じなければならない。ただし、当該

会員が、その内容を顧客に通知する（書面

又はその他の方法によるものとし、口頭に

よる方法を除く。以下（2）及び（3）にお

いて同じ。）場合は、この限りでない。 

（2） 会員は、外部アナリストが執筆するアナ

リスト・レポートを使用する場合には、次

に掲げる事項を顧客に通知しなければな

らない。ただし、当該アナリスト・レポー

トに当該事項が表示されている場合は、こ

の限りでない。 

① 当該会員が、当該アナリスト・レポ

ートの作成につき、対価を支払ってい

る又は支払うべき約束をしている場合

は、その旨 

② 当該会員が、対象会社を指定して当

該アナリスト・レポートの作成を依頼

した場合は、その旨 

（3） 会員は、外部アナリストが執筆するアナ

リスト・レポートを使用するに当たり前記

（2）①又は②の場合に該当するときは、

次に掲げる事項を顧客に通知しなければ

ならない。ただし、当該アナリスト・レポ

ートに当該事項が表示されている場合は、

この限りでない。 

 

① 会員が当該アナリスト・レポートの対

象会社と重大な利益相反の関係にある
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る場合は、その内容 

② 会員が、「６ 利益相反についての表

示等」（2）に規定する場合に該当する場

合は、主幹事会社となった旨 

（4） 会員は、外部アナリストが執筆するアナ

リスト・レポートを使用するに当たり前記

（2）①又は②の場合に該当し、かつ、「６ 

利益相反についての表示等」（3）に規定す

る場合に該当するときは、当該アナリス

ト・レポートにおいてレーティング及び目

標株価が表示されていないことを確認の

うえアナリスト・レポートを使用しなけれ

ばならない。 

場合は、その内容 

② 会員が、「６ 利益相反についての表

示等」（2）に規定する場合に該当する場

合は、主幹事会社となった旨 

（4） 会員は、外部アナリストが執筆するアナ

リスト・レポートを使用するに当たり前記

（2）①又は②の場合に該当し、かつ、「６ 

利益相反についての表示等」（3）に規定す

る場合に該当するときは、当該アナリス

ト・レポートにおいてレーティング及び目

標株価が表示されていないことを確認の

うえアナリスト・レポートを使用しなけれ

ばならない。 
 
８ 情報管理の徹底 
（1） 協会員は、次に掲げる情報（以下「重要

情報」という。）について、適正に管理し

なければならない。 

①・② （ 現行どおり ） 

（2） （ 現行どおり ） 

 

 
８ 情報管理の徹底 
（1） 会員は、次に掲げる情報（以下「重要情

報」という。）について、適正に管理しな

ければならない。 

①・② （ 省 略 ） 

（2） （ 省 略 ） 

 
９ 重要情報の適正な利用 
（1） 協会員は、協会員の行う自己取引につい

て、重要情報を利用して取引が行われるこ

とのないよう適正に管理しなければなら

ない。また、協会員は、自社の役職員が、

重要情報を利用して、一部の顧客への勧誘

等を行うことのないよう指導・監督しなけ

ればならない。 

（2） 協会員は、発表直後のアナリスト・レポ

ートの内容を利用して行う協会員の自己

取引について、協会員の自己の利益が顧客

の利益に優先することのないよう努めな

ければならない。 

 

９ 重要情報の適正な利用 
（1） 会員は、会員の行う自己取引について、

重要情報を利用して取引が行われること

のないよう適正に管理しなければならな

い。また、会員は、自社の役職員が、重要

情報を利用して、一部の顧客への勧誘等を

行うことのないよう指導・監督しなければ

ならない。 

（2） 会員は、発表直後のアナリスト・レポー

トの内容を利用して行う会員の自己取引

について、会員の自己の利益が顧客の利益

に優先することのないよう努めなければ

ならない。 

 
10 アナリストの意見の独立性の確保等 

（1） 協会員は、アナリストの意見の独立性を

確保する観点から、適切な組織体制及び報

10 アナリストの意見の独立性の確保等 

（1） 会員は、アナリストの意見の独立性を確

保する観点から、適切な組織体制及び報酬
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酬体系を整備しなければならない。 

（2） 協会員は、アナリストがアナリスト・レ

ポートを執筆するに当たり、協会員の引受

部門、投資銀行部門、法人部門、営業部門

等からの不当な干渉及び介入を受ける等、

アナリストの意見の独立性が阻害される

ことのないよう指導・監督しなければなら

ない。 

（3） 協会員は、アナリストが特定の顧客の利

益を考慮して、自らの独立した意見と異な

る内容の表示を行うことのないよう指

導・監督しなければならない。 

 

体系を整備しなければならない。 

（2） 会員は、アナリストがアナリスト・レポ

ートを執筆するに当たり、会員の引受部

門、投資銀行部門、法人部門、営業部門等

からの不当な干渉及び介入を受ける等、ア

ナリストの意見の独立性が阻害されるこ

とのないよう指導・監督しなければならな

い。 

（3） 会員は、アナリストが特定の顧客の利益

を考慮して、自らの独立した意見と異なる

内容の表示を行うことのないよう指導・監

督しなければならない。 

 

11 引受部門及び投資銀行部門の業務への関

与の禁止 

協会員は、引受部門及び投資銀行部門から

のアナリストの独立性の確保に十分に留意

するものとし、当該協会員の役職員が次に

掲げる行為及びこれに類する行為を行うこ

とのないようにしなければならない。 

①・② （ 現行どおり ） 

③ アナリストが、企業等又は当該協会員

が行う投資家への説明会等（引受部門又

は投資銀行部門の業務又は取引に関し企

業等が行うもの及び引受部門又は投資銀

行部門がその開催に関与するものに限

る。以下同じ。）に関与すること 

④ 引受部門又は投資銀行部門の業務に従

事する役職員が、企業等又は当該協会員

が行う投資家への説明会等にアナリスト

又は外部アナリストを関与させようとす

ること又は関与させること 

 

11 引受部門及び投資銀行部門の業務への関

与の禁止 

会員は、引受部門及び投資銀行部門からの

アナリストの独立性の確保に十分に留意す

るものとし、当該会員の役職員が次に掲げ

る行為及びこれに類する行為を行うことの

ないようにしなければならない。 

①・② （ 省 略 ） 

③ アナリストが、企業等又は当該会員が

行う投資家への説明会等（引受部門又は

投資銀行部門の業務又は取引に関し企業

等が行うもの及び引受部門又は投資銀行

部門がその開催に関与するものに限る。

以下同じ。）に関与すること 

④ 引受部門又は投資銀行部門の業務に従

事する役職員が、企業等又は当該会員が

行う投資家への説明会等にアナリスト又

は外部アナリストを関与させようとする

こと又は関与させること 

 
12 顧客への約束等の禁止等 

協会員は、引受部門、投資銀行部門、法人部

門、営業部門等の役職員が、当該部門の顧客

又は見込み顧客に対し、当該顧客に関するア

ナリスト・レポートを作成すること及び当該

12 顧客への約束等の禁止等 

会員は、引受部門、投資銀行部門、法人部門、

営業部門等の役職員が、当該部門の顧客又は

見込み顧客に対し、当該顧客に関するアナリ

スト・レポートを作成すること及び当該顧客
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新 旧 
顧客に関するアナリスト・レポートにおいて

一定の表示又は評価を行うことを約束し又

は申し出ることのないよう指導・監督しなけ

ればならない。 
 

に関するアナリスト・レポートにおいて一定

の表示又は評価を行うことを約束し又は申

し出ることのないよう指導・監督しなければ

ならない。 
 

13 対象会社に対する事前通知の禁止 
協会員は、アナリスト・レポートの対象会社

に対し、発表前のアナリスト・レポートを通

知してはならない。 
 

13 対象会社に対する事前通知の禁止 
会員は、アナリスト・レポートの対象会社に

対し、発表前のアナリスト・レポートを通知

してはならない。 
 

14 アナリストの資質の向上 

協会員は、アナリストに対する法令遵守の徹

底を図るとともに、アナリスト･レポートの

内容等を事後的に検証・評価する等アナリス

トの資質の向上に努めなければならない。 
 

14 アナリストの資質の向上 

会員は、アナリストに対する法令遵守の徹底

を図るとともに、アナリスト･レポートの内

容等を事後的に検証・評価する等アナリスト

の資質の向上に努めなければならない。 
 

15 アナリスト等の証券取引への対応 

（1） 協会員は、アナリスト個人の有価証券の

売買等又は保有に関し、当該アナリストが

担当する会社の有価証券の売買等・保有を

原則として禁止する等により、アナリスト

の公正かつ適正な業務の遂行が確保され

るよう努めなければならない。 

（2） 協会員は、外部アナリストが執筆するア

ナリスト・レポートを当該外部アナリスト

が所属する会社又は当該外部アナリスト

との契約等に基づき使用する場合には、当

該外部アナリスト個人の有価証券の売買

等又は保有に関し、当該外部アナリストの

公正かつ適正な業務の遂行が確保される

ための措置が講じられていることを確認

しなけれならない。 

（3） 協会員は、協会員の役職員が、アナリス

ト・レポートの作成・審査に当たり入手し

た重要情報を利用して役職員個人の有価

証券の売買等を行わないよう努めなけれ

ばならない。 

 

15 アナリスト等の証券取引への対応 

（1） 会員は、アナリスト個人の有価証券の売

買等又は保有に関し、当該アナリストが担

当する会社の有価証券の売買等・保有を原

則として禁止する等により、アナリストの

公正かつ適正な業務の遂行が確保される

よう努めなければならない。 

（2） 会員は、外部アナリストが執筆するアナ

リスト・レポートを当該外部アナリストが

所属する会社又は当該外部アナリストと

の契約等に基づき使用する場合には、当該

外部アナリスト個人の有価証券の売買等

又は保有に関し、当該外部アナリストの公

正かつ適正な業務の遂行が確保されるた

めの措置が講じられていることを確認し

なけれならない。 

（3） 会員は、会員の役職員が、アナリスト・

レポートの作成・審査に当たり入手した重

要情報を利用して役職員個人の有価証券

の売買等を行わないよう努めなければな

らない。 
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新 旧 
16 理事会決議によらないアナリスト・レポー

トの使用 

（1） 協会員は、アナリスト・レポートの使用

に当たり、やむを得ない特別の事由が存在

し、この理事会決議の定めによることが困

難である場合には、あらかじめ本協会に書

面によりその旨及び事由を届け出て、本協

会の承認を得なければならない。 

（2） 協会員は、前記（1）の承認を得てアナ

リスト・レポートを使用する場合には、当

該アナリスト・レポートが本協会の規則の

定めによるものでない旨を表示（口頭によ

る表示を除く。）して、これを行わなけれ

ばならない。 

 

16 理事会決議によらないアナリスト・レポー

トの使用 

（1） 会員は、アナリスト・レポートの使用に

当たり、やむを得ない特別の事由が存在

し、この理事会決議の定めによることが困

難である場合には、あらかじめ本協会に書

面によりその旨及び事由を届け出て、本協

会の承認を得なければならない。 

（2） 会員は、前記（1）の承認を得てアナリ

スト・レポートを使用する場合には、当該

アナリスト・レポートが本協会の規則の定

めによるものでない旨を表示（口頭による

表示を除く。）して、これを行わなければ

ならない。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 16年 12 月１日から施行す

る。 

 

 

 

（注）今後、この「理事会決議」は、自主規制会議規則第 12 条に基づき、「自主規制会議決議」

として取り扱われることとなります。 
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別紙７ 

「有価証券の寄託の受入れ等に関する規則」（公正慣習規則第６号） 

の一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 
新 旧 

 

第 4章  照合通知書及び取引報告書 

 

第 4章  照合通知書及び取引報告書 

 
(照合通知書の作成及び交付) 
第 11 条 照合通知書の作成は、会員の検査、

監査又は管理を担当する部門において行うも

のとする。 

 
(照合通知書の作成及び交付) 
第 11 条 照合通知書の作成は、会員の検査、

監査又は管理を担当する部門において行うも

のとする。 
２ 会員は、顧客に交付する照合通知書に、次

の各号に掲げる事項を見易いように表示しな

ければならない。なお、特別会員の証券仲介

業務に係る照合通知書には、第２号の照会先

のほか、当該特別会員の検査、監査又は管理

を担当する部門の責任者を表示することがで

きる。

 1・2 （ 現行どおり ）  
３～５ （ 現行どおり ） 

２ 会員は、顧客に交付する照合通知書に、次

の各号に掲げる事項を見易いように表示しな

ければならない。 
 
 
 
 
1・2 （ 省 略 ） 

３～５ （ 省 略 ） 
 
(顧客からの照会に対する回答) 
第 12 条 会員は、顧客から第９条第２項各号

に掲げる金銭又は有価証券の残高（第３項に

おいて「有価証券等の残高」という。）につい

て照会があったときは、遅滞なく、当該顧客

にその残高について回答しなければならな

い。 

 
(顧客からの照会に対する回答) 
第 12 条 会員は、顧客から第９条第２項各号

に掲げる金銭又は有価証券の残高について照

会があったときは、遅滞なく、当該顧客にそ

の残高について回答しなければならない。 

２ 会員は、前項の照会が証券仲介業務に係る

ものであったときは、必要に応じて、証券仲

介業務の委託を行う特別会員又は証券仲介

業者に報告を求め、調査するものとする。

（ 新 設 ） 

３ 顧客からの有価証券等の残高についての

照会の受付け又はこれに対する回答は、会員の

検査、監査又は管理を担当する部門において行

うものとする。 

２ 顧客からの第９条第２項各号に掲げる金

銭又は有価証券の残高についての照会の受付

け又はこれに対する回答は、会員の検査、監査

又は管理を担当する部門において行うものと

する。 
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新 旧 

 
(取引報告書による報告) 
第 13 条 （ 現行どおり ） 

 
(取引報告書による報告) 
第 13 条 （ 省 略 ） 

２ （ 現行どおり ） ２ （ 省 略 ） 
３ 前条第３項の規定は、顧客の有価証券の売

買その他の取引及び先物取引等に係る当該

顧客からの照会の受付け及びこれに対する

回答について準用する。 

３ 前条第２項の規定は、顧客の有価証券の売

買その他の取引及び先物取引等に係る当該

顧客からの照会の受付け及びこれに対する

回答について準用する。 
 

第 6 章  特 別 会 員 
 

 
第 6 章  特 別 会 員 

 
(特別会員に対する準用) 
第 16 条 第２条から第６条まで、第８条第１

項及び第 10 条から第 15条までの規定（第 11

条第 2項なお書を除く。）は、特別会員につい

てそれぞれ準用する。この場合において、こ

れらの規定中「会員」とあるのは「特別会員」

と、第２条中「有価証券」とあるのは「登録

等証券業務に係る有価証券」と、第３条中「保

護預り約款」とあるのは「登録等証券業務に

関する業務内容方法書に定める保護預り規

程」と、第 12条中「第９条」とあるのは「第

17 条」と、「特別会員又は証券仲介業者」と

あるのは「証券仲介業者」とそれぞれ読み替

えるものとする。 

(特別会員に対する準用) 
第 16 条 第２条から第６条まで、第８条第１

項及び第 10 条から第 15 条までの規定は、特

別会員についてそれぞれ準用する。この場合

において、これらの規定中「会員」とあるの

は「特別会員」と、第２条中「有価証券」と

あるのは「登録等証券業務に係る有価証券」

と、「債券、投資信託の受益証券並びに株式

会社証券保管振替機構、証券取引所及び決済

会社が行う」とあるのは「債券、投資信託の

受益証券及び証券取引所が行う」と、第３条

中「保護預り約款」とあるのは「登録等証券

業務に関する業務内容方法書に定める保護預

り規程」と、第 12条中「第９条」とあるのは

「第 17 条」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 
 
(照合通知書による報告) 
第 17 条 特別会員は、次の各号に掲げる区分

に従い、当該各号に定める頻度で、照合通知

書により当該顧客に報告しなければならな

い。ただし、当該顧客が取引残高報告書若し

くは証券仲介業務に係る残高報告書を定期的

に交付し又は通帳方式により通知している顧

客であり、当該取引残高報告書若しくは証券

仲介業務に係る残高報告書又は当該通帳に次

項各号に掲げる項目の記載がある場合にはこ

 

(照合通知書による報告) 

第 17 条 特別会員は、次の各号に掲げる区分

に従い、当該各号に定める頻度で、照合通知

書により当該顧客に報告しなければならな

い。ただし、当該顧客が取引残高報告書を定

期的に交付し又は通帳方式により通知して

いる顧客であり、当該取引残高報告書又は当

該通帳に次項各号に掲げる項目の記載があ

る場合にはこの限りでない。 
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新 旧 

の限りでない。 
1～3  （ 現行どおり ） 

２・３ （ 現行どおり ） 

 

1～3 （ 省 略 ） 
２・３ （ 省 略 ） 

 

付  則 

 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。 
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別紙８ 
「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」（公正慣習規則第 15 号） 

の一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
 

第１章 総 則 

 
（定 義） 

第２条 （ 現行どおり ） 
 1～4 （ 現行どおり ） 

 
第１章 総 則 

 
（定 義） 
第２条 （ 省 略 ） 
1～4  （ 省 略 ） 

 5 特別会員一種外務員 外務員のうち、証

取法第65条の２第１項の登録及び同条第３

項の認可に係る業務（以下「登録等証券業

務」という。）に係る外務行為（証券仲介業

務に係る外務行為を除く。）を行うことがで

きる者をいう。 

 5 特別会員一種外務員 外務員のうち、証

取法第65条の２第１項の登録及び同条第３

項の認可に係る業務（以下「登録等証券業

務」という。）に係る外務行為のすべてを行

うことができる者をいう。 

 

 6 特別会員二種外務員 外務員のうち、証

取法第 65条第２項第１号、第２号、第３号

ロ及び第４号イに掲げる業務（同項第１号

から第４号に掲げる有価証券に係る有価証

券先物取引等、有価証券指数等先物取引等、

有価証券オプション取引等及び外国市場証

券先物取引等並びに選択権付債券売買取引

に係る業務を除く。）に係る外務行為を行う

ことができる者をいう。 

6 特別会員二種外務員 外務員のうち、証

取法第65条第２項第１号から第５号に掲げ

る業務（国債証券等の有価証券先物取引及

び選択権付債券売買取引に係る業務を除

く。）に係る外務行為を行うことができる者

をいう。 
  

 

 7 （ 現行どおり ） 
 

7  （ 省 略 ） 

第３章 外務員の登録手続き、処分等 

 

（登録手数料の納付） 

第 16 条 協会員は、第７条第１項の規定によ

り、外務員の登録を受けようとするときは、

「証券会社に関する内閣府令」第 59 条に定

める登録手数料を本協会に納めなければな

らない。 

 

第３章 外務員の登録手続き、処分等 

 

（登録手数料の納付） 

第 16 条 協会員は、第７条第１項の規定によ

り、外務員の登録を受けようとするときは、

「証券会社に関する内閣府令」第 59 条又は

「金融機関の証券業務に関する内閣府令」第

44 条に定める登録手数料を本協会に納めな

ければならない。 
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新 旧 
 

第４章 外務員の研修 

 

 

第４章 外務員の研修 

（特別会員の外務員資格更新研修） 

第 18 条の２ 特別会員（証券仲介業務を行う

特別会員に限る。以下この条において同じ。）

は、現に外務員の登録を受けている者（次項及

び第 19 条において「登録外務員」という。）で

証券仲介業務に従事する者について、その登録

を受けた日（この条において「外務員登録日」

という。）を基準として５年目ごとの日の属す

る月の初日から１年以内に、資格更新研修を受

講させなければならない。ただし、細則に定め

る者については、資格更新研修を受講し修了し

たものとみなす。

 

（ 新 設 ) 

２ 特別会員は、登録外務員について、新たに

証券仲介業務に従事させたときは、当該従事さ

せた日後 180 日以内に、資格更新研修を受講さ

せなければならない。ただし、細則に定める者

については、資格更新研修を受講し修了したも

のとみなす。

 

３ 本協会は、第１項又は第２項に定める期間

内に資格更新研修を修了しなかった者につい

て、当該期間の最終日（この条において「受講

義務期限」という。）の翌日よりその外務員資

格（第４条第１号から第３号までに規定する外

務員資格をいう。以下この条において同じ。）

の効力を停止し、その所属する特別会員に対し

その旨を通知する。

 

４ 特別会員は、前項の規定により外務員資格

の効力を停止された者について、その外務員資

格の効力の停止が解除されるまでの間は、外務

行為を行わせてはならない。

 

５ 特別会員は、受講義務期限までに資格更新

研修を修了しなかった者について、その翌日よ

り 180 日までの間（この条において「猶予期間」

という。）に、資格更新研修を受講させること

ができる。
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新 旧 
６ 本協会は、前項の規定により資格更新研修

を修了した者について、その修了日より外務員

資格の効力の停止を解除し、その所属する特別

会員に対しその旨を通知する。

 

７ 本協会は、猶予期間に資格更新研修を修了

しなかった者について、外務員資格を取り消

し、その所属する特別会員に対しその旨を通知

する。 
８ 特別会員は、証券仲介業務に従事する登録

外務員について、当該外務員の氏名及び証券仲

介業務の従事日その他の事項を本協会が別に

定めるところにより本協会に届け出なければ

ならない。

 

 

（特別会員の外務員再研修） 

第 19 条 特別会員は、登録外務員（前条に該

当する者を除く。）について、外務員資格取

得後３年目の年ごとに本協会が指定する営

業員再研修（以下「再研修」という。）を受

講させなければならない。ただし、次の各号

に掲げる者を除く。

（ 削 る ） 

1  証取法第 65 条第２項第１号に掲げる業

務（国債証券等の有価証券先物取引及び選択

権付債券売買取引に係る業務を除く。）又は

同項第２号から第４号に掲げる有価証券の

私募の取扱い業務に専従する者

 

2 再研修を受講させなければならないこと

となる年及びその年前２年以内に再研修を

受講した者又は試験規則第 12 条各号に定め

る資格試験に合格した者

 
（再研修の受講） 

第 19 条 特別会員は、第４条に規定する外務

員資格を有する者について、その資格取得後

３年目の年ごとに本協会の営業員再研修（以

下「再研修」という。）を受講させなければ

ならない。ただし、次に掲げる者については、

この限りでない。

 1 外務員登録を受けていない者

 2 特別会員一種外務員、特別会員二種外務

員又は特別会員四種外務員の登録を受け

ている者のうち、国債証券等の有価証券先

物取引又は証取法第 65 条第２項第４号、

第６号若しくは第７号に掲げる業務に係

る外務行為に従事していない者 

3 再研修を受講させなければならないこと

となる年及びその年前２年以内に再研修又

は指定研修を受講した者 

２ 特別会員は、その役員又は従業員（前条及

び前項に該当する者を除く。）について、次

の各号のいずれかに該当することとなった

ときは、遅滞なく、当該者に再研修を受講さ

せなければならない。 

２ 特別会員は、前項第１号に規定する者につ

いて外務員登録を受けるとき及び前項第２

号に規定する者に国債証券等の有価証券先

物取引又は証取法第 65 条第２項第４号、第

６号若しくは第７号に掲げる業務に係る外
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新 旧 
1 外務員登録を受けるとき 

2 前項第１号に規定する者に同号に掲げる

業務以外の業務に係る外務行為を行わせ

るとき 
 

務行為を行わせるときは、遅滞なく、再研修

又は指定研修を受講させなければならない。 

（社内研修の受講） 

第 20 条 協会員（特別会員にあっては、証券

仲介業務を行う特別会員に限る。）は、外務

員の登録を受けている者（特別会員にあって

は、外務員の登録を受けている者で証券仲介

業務に従事する者に限る。）について、資格

更新研修とは別に、毎年、外務員の資質の向

上のための社内研修を受講させなければな

らない。 

（社内研修の受講） 

第 20 条 会員は、外務員の登録を受けている

者について、第 18 条に規定する資格更新研

修とは別に、毎年、外務員の資質の向上のた

めの社内研修を受講させなければならない。 

 

 

付  則 

 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。ただし、第 18 条の２及び第 20条の改正規

定は、平成 17 年６月１日から施行する。 
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別紙９ 
「『協会員の外務員の資格、登録等に関する規則』に関する細則」の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 

(二種外務員の信用取引に係る外務行為) 

第２条 規則第２条第４号に規定する細則で

定めるものは、信用取引（発行日取引を含

む。）に係るもので、所属協会員の一種外務

員又は信用取引外務員が同行（営業所又は事

務所内においては、一種外務員又は信用取引

外務員が二種外務員の営業活動について確

認した場合を含む。）して注文を受託するも

のとする。 

 

(二種外務員の信用取引に係る外務行為) 

第２条 規則第２条第４号に規定する細則で

定めるものは、信用取引（発行日取引を含

む。）に係るもので、所属会員の一種外務員

又は信用取引外務員が同行（営業所内におい

ては、一種外務員又は信用取引外務員が二種

外務員の営業活動について確認した場合を

含む。）して注文を受託するものとする。 

(資格更新研修の特例) 

第９条 規則第 18 条第１項ただし書若しくは

第２項ただし書又は第 18 条の２第１項ただ

し書若しくは第２項ただし書に規定する細

則に定める者は、次の各号に掲げる者とす

る。 

 1・2  （ 現行どおり ） 

(資格更新研修の特例) 

第９条 規則第 18 条第１項ただし書又は第２

項ただし書に規定する細則に定める者は、次

の各号に掲げる者とする。 

 

 

1・2  （ 省 略 ） 

3 会員代表者若しくは特別会員代表者又は

これらの者に準ずる者として本協会が適

当と認める者であって、本協会が指定する

期間内に指定研修を修了した者 

3 会員代表者又は会員代表者に準ずる者と

して本協会が適当と認める者であって、本

協会が指定する期間内に指定研修を修了

した者 

4 （ 現行どおり ） 4 （ 省 略 ） 

 

付  則 

 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。ただし、第９条の改正規定は、平成 17 年

６月１日から施行する。 

 

 

 

 



新 
 

誓  約  書 

 

平 成   年   月   日 

 

（外 務 員） 氏   名 
 

○印 

 生 年 月 日 
 

（登録申請者） 所 在 地 
  

 
商   号 

  

 
代表者氏名 

 
○印 

 

 

 外務員             が下記に該当しないことを誓約します。 

記 

１．成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者   
２．破産者で復権を得ないもの又は外国の法令上これと同様に取り扱われている者   
３．禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の

執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者   
４．証券会社が証券取引法（以下｢証取法｣という｡）第５６条第１項若しくは証取法第５６条の２第３項の規定により

証取法第２８条の登録を取り消された場合、証券仲介業者が証取法第６６条の１８第１項の規定により証取法第６６

条の２の登録を取り消された場合、外国証券会社が外国証券業者に関する法律（以下｢外証法｣という｡）第２４条第

１項若しくは外証法第２５条において準用する証取法第５６条の２第３項の規定により外証法第３条第１項の登録

を取り消された場合若しくは許可外国証券業者（外証法第２条第２号の２に規定する許可外国証券業者をいう。以下

同じ。）が外証法第２４条第４項において準用する外証法第２４条第１項の規定により外証法第１３条の２第１項の

許可を取り消された場合又は証取法若しくは外証法に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けてい

る同種類の登録若しくは許可（当該登録又は許可に類する認可その他の行政処分を含む。以下同じ。）を取り消され

た場合において、その取消しの日前３０日以内にその法人の取締役若しくは執行役若しくはこれらに準ずる者又は国

内における代表者（外証法第２条第９号に規定する国内における代表者をいう。以下同じ。）であった者（証取法又

は外証法に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けている当該登録又は許可を取り消された個人を

含む。）でその取消しの日から５年を経過しない者  
５．証券仲介業者が証取法第６６条の１８第１項の規定により証取法第６６条の２の登録を取り消された場合又は証取

法に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けている同種類の登録（当該登録に類する許可その他の行

政処分を含む。）を取り消された場合において、その取消しの日から５年を経過しない者  
６．証取法第５６条第２項若しくは証取法第６６条の１８第２項の規定により解任を命ぜられた取締役若しくは執行役

若しくは監査役若しくはこれらに準ずる者、外証法第２４条第２項（外証法第２４条第４項において準用する場合を

含む。）の規定により解任を命ぜられた国内における代表者若しくは解職を命ぜられた役員又は証取法若しくは外証

法に相当する外国の法令の規定により当該外国において解任を命ぜられた取締役若しくは執行役若しくは監査役（こ

れらに類する役職にある者を含む。）でその処分を受けた日から５年を経過しない者   
７．証取法、外証法、有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律、投資信託及び投資法人に関する法律、金融先

物取引法、商品取引所法、商品投資に係る事業の規制に関する法律、特定債権等に係る事業の規制に関する法律、貸

金業の規制等に関する法律若しくは、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律の規定若しくは暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第３１条第７項の規定を除く。）若しくはこれらに相当する

外国の法令の規定に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯し、罰金の刑（これに相当する

外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日

から５年を経過しない者  
８．証取法第６４条の５第１項（第６５条の２第５項及び第６６条の２３において準用する場合を含む。)の規定により
外務員の登録を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者  

９．証券会社、外国証券会社、登録金融機関又は証券仲介業者に所属する外務員として現に登録されている者  
10．証取法第６６条の２の規定により証券仲介業者として現に登録されている者 

 

 

以   上  

(下線部分変更)



旧 
 

誓  約  書 

 

平 成   年   月   日 

 

（外 務 員） 氏   名 
 

○印 

 生 年 月 日 
 

（登録申請者） 所 在 地 
  

 
商   号 

  

 
代表者氏名 

 
○印 

 

 

 外務員             が下記に該当しないことを誓約します。 

記 

１．成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者   
２．破産者で復権を得ないもの又は外国の法令上これと同様に取り扱われている者   
３．禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の

執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者   
４．証券会社が証券取引法（以下｢証取法｣という｡）第５６条第１項若しくは証取法第５６条の２第３項の規定により

証取法第２８条の登録を取り消された場合、証券仲介業者が証取法第６６条の１８第１項の規定により証取法第６６

条の２の登録を取り消された場合、外国証券会社が外国証券業者に関する法律（以下｢外証法｣という｡）第２４条第

１項若しくは外証法第２５条において準用する証取法第５６条の２第３項の規定により外証法第３条第１項の登録

を取り消された場合若しくは許可外国証券業者（外証法第２条第２号の２に規定する許可外国証券業者をいう。以下

同じ。）が外証法第２４条第４項において準用する外証法第２４条第１項の規定により外証法第１３条の２第１項の

許可を取り消された場合又は証取法若しくは外証法に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けてい

る同種類の登録若しくは許可（当該登録又は許可に類する認可その他の行政処分を含む。以下同じ。）を取り消され

た場合において、その取消しの日前３０日以内にその法人の取締役若しくは執行役若しくはこれらに準ずる者又は国

内における代表者（外証法第２条第９号に規定する国内における代表者をいう。以下同じ。）であった者（証取法又

は外証法に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けている当該登録又は許可を取り消された個人を

含む。）でその取消しの日から５年を経過しない者  
５．証券仲介業者が証取法第６６条の１８第１項の規定により証取法第６６条の２の登録を取り消された場合又は証取

法に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けている同種類の登録（当該登録に類する許可その他の行

政処分を含む。）を取り消された場合において、その取消しの日から５年を経過しない者  
６．証取法第５６条第２項若しくは証取法第６６条の１８第２項の規定により解任を命ぜられた取締役若しくは執行役

若しくは監査役若しくはこれらに準ずる者、外証法第２４条第２項（外証法第２４条第４項において準用する場合を

含む。）の規定により解任を命ぜられた国内における代表者若しくは解職を命ぜられた役員又は証取法若しくは外証

法に相当する外国の法令の規定により当該外国において解任を命ぜられた取締役若しくは執行役若しくは監査役（こ

れらに類する役職にある者を含む。）でその処分を受けた日から５年を経過しない者   
７．証取法、外証法、有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律、投資信託及び投資法人に関する法律、金融先

物取引法、商品取引所法、商品投資に係る事業の規制に関する法律、特定債権等に係る事業の規制に関する法律、貸

金業の規制等に関する法律若しくは、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律の規定若しくは暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第３１条第７項の規定を除く。）若しくはこれらに相当する

外国の法令の規定に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯し、罰金の刑（これに相当する

外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日

から５年を経過しない者  
８．証取法第６４条の５第１項の規定により外務員の登録を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者  
９．証券会社、外国証券会社、登録金融機関又は証券仲介業者に所属する外務員として現に登録されている者  
10．証取法第６６条の２の規定により証券仲介業者として現に登録されている者 

 

 

以   上  

 



別紙 10 

「協会員の内部管理責任者等に関する規則」（公正慣習規則第 13 号） 

の一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 

 

（内部管理統括補助責任者の資格要件及び責

務） 

第６条 （ 現行どおり ） 

 

（内部管理統括補助責任者の資格要件及び責

務） 

第６条 （ 省 略 ） 

２ （ 現行どおり ） ２ （ 省 略 ） 

３ 特別会員の内部管理統括責任者は、第１項

の内部管理統括補助責任者について、試験規

則による特別会員内部管理責任者資格試験

又は会員内部管理責任者資格試験の合格者

でなければ、その職務を行わせてはならな

い。ただし、証券仲介業務の内部管理を担当

する内部管理統括補助責任者については、会

員内部管理責任者資格試験の合格者でなけ

ればならない。

３ 特別会員の内部管理統括責任者は、第１項

の内部管理統括補助責任者について、試験規

則による特別会員内部管理責任者資格試験

又は会員内部管理責任者資格試験の合格者

でなければ、その職務を行わせてはならな

い。 

 

４ （ 現行どおり ） 

 

４ （ 省 略 ） 

（内部管理部門の責任者等の資格取得） 

第 ６ 条の２ 協会員は、細則に定める内部管

理部門に所属する責任者（課長職以上の管理

職者をいう。）について、第 12条に規定する

内部管理責任者資格を取得させなければな

らない。 

２ 協会員は、内部管理業務に従事する従業員

（前項に規定する責任者を除く。）について、

第12条に規定する内部管理責任者資格を取

得させるよう努めるものとする。 

 

 

（ 同 左 ） 

 

 

 

 

（ 同 左 ） 

（営業責任者の資格要件） 

第９条 （現行どおり） 

（営業責任者の資格要件） 

第９条 （ 省 略 ） 

1 
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２ 特別会員は、試験規則による特別会員営業

責任者資格試験若しくは特別会員内部管理

責任者資格試験又は会員営業責任者資格試

験若しくは会員内部管理責任者資格試験の

合格者でなければ、営業責任者に任命しては

ならない。ただし、証券仲介業務を行う営業

単位の営業責任者については、会員営業責任

者資格試験又は会員内部管理責任者資格試

験の合格者でなければならない。

２ 特別会員は、試験規則による特別会員営業

責任者資格試験若しくは特別会員内部管理

責任者資格試験又は会員営業責任者資格試

験若しくは会員内部管理責任者資格試験の

合格者でなければ、営業責任者に任命しては

ならない。 

３ （ 現行どおり ） ３ （ 省 略 ） 

 

（内部管理責任者の資格要件） 

第 12 条 （ 現行どおり ） 

 

（内部管理責任者の資格要件） 

第 12 条  （ 省 略 ） 

２ 特別会員は、試験規則による特別会員内部

管理責任者資格試験又は会員内部管理責任

者資格試験の合格者でなければ、内部管理責

任者に任命してはならない。ただし、証券仲

介業務を行う営業単位の内部管理責任者に

ついては、会員内部管理責任者資格試験の合

格者でなければならない。 

 

２ 特別会員は、試験規則による特別会員内部

管理責任者資格試験又は会員内部管理責任

者資格試験の合格者でなければ、内部管理責

任者に任命してはならない。 

 

（新規加入協会員の営業責任者及び内部管理責

任者の配置に関する特例） 

第 16 条 本協会に新たに加入する協会員にあ

っては、本協会加入の日から６月間に任命する

営業責任者又は内部管理責任者については、第

９条又は第 12 条の規定にかかわらず、次の各

号に定めるところにより、当該者を当該任命を

した日から６月間、営業責任者又は内部管理責

任者に配置することができる。

1 会  員 試験規則第12条第１号から第

３号に掲げるいずれかの外務員資格試験の

合格者 

 

 

（ 新 設 ） 

平成６年２月 16 日付改正規則付則第７項及

び第８項 
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2 特別会員 試験規則第12条第１号から第

３号まで、第６号から第８号までに掲げる

いずれかの外務員資格試験の合格者 

 

（細則への委任） 

第 17 条 （現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

（細則への委任） 

第 16 条 （省 略） 

 

付  則 

 

１ この改正は、平成 16年 12 月１日から施行

する。 

 

 

 

２ 特別会員の内部管理統括責任者が平成 16

年 12 月 1 日から同 17 年 5 月 31 日までの間

に任命する証券仲介業務の内部管理を担当

する内部管理統括補助責任者については、第

６条第３項ただし書の規定にかかわらず、次

の第１号から第３号の全ての要件に該当す

る者に限り、当該任命をした日から６月間、

当該内部管理統括補助責任者にその職務を

分担し行わせることができる。 

1 一種外務員、信用取引外務員又は二種外

務員の資格を有する者 

2 試験規則による特別会員内部管理責任者

資格試験の合格者 

3 本協会が指定する研修の受講修了者 

３ 特別会員は、平成 16年 12 月 1日から同 17

年 5 月 31 日までの間に内部管理部門の証券

仲介業務を担当させる責任者（課長職以上の

管理職者をいう。）については、第６条の２

第１項及び第 12 条第２項の規定にかかわら

ず、この付則前項各号の全ての要件に該当す

る者に限り、当該担当をさせた日から６月
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間、その職務を行わせることができる。 

４ 特別会員が平成 16 年 12 月 1 日から同 17

年５月 31 日までの間に任命する証券仲介業

務を行う営業単位の営業責任者については、

第９条第２項ただし書の規定にかかわらず、

次の第１号から第３号の全ての要件に該当

する者に限り、当該任命をした日から６月

間、当該営業単位の営業責任者に配置するこ

とができる。 

1 一種外務員、信用取引外務員又は二種外

務員の資格を有する者 

2 試験規則による特別会員営業責任者資格

試験又は特別会員内部管理責任者資格試験

の合格者 

3 本協会が指定する研修の受講修了者 

 

５ 特別会員が平成 16 年 12 月 1 日から同 17

年５月 31 日までの間に任命する証券仲介業

務を行う営業単位の内部管理責任者につい

ては、第 12 条第２項ただし書の規定にかか

わらず、この付則第２項各号の全ての要件に

該当する者に限り、当該任命をした日から６

月間、当該営業単位の内部管理責任者に配置

することができる。 

 

６ 協会員は、この改正規則施行の日以後に営

業責任者又は内部管理責任者に海外現地法

人等に出向していた従業員を任命する場合

は、第９条又は第 12条の規定にかかわらず、

当該者を当該任命をした日から６月間、当該

営業責任者又は内部管理責任者に配置する

ことができる。 

平成６年２月 16 日付改正規則付則第９項 
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別紙 11 

「『協会員の内部管理責任者等に関する規則』の細則」の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
 

（内部管理部門等の範囲） 

第３条 規則第６条第１項及び第６条の２第

１項に規定する内部管理部門は、監査（検

査）、営業考査、売買審査の業務を担当する

部、室又は課（本店に準ずる組織機構を有す

る営業所に設けられている監査（検査）、営

業考査、売買審査の業務を担当する部、室又

は課）とする。 
 

 

（内部管理部門等の範囲） 

第３条 規則第６条第１項及び第６条の２第

１項に規定する内部管理部門は、監査（検

査）、営業考査、売買審査の業務を担当する

部、室又は課（本店に準ずる組織機構を有す

る支店に設けられている監査（検査）、営業

考査、売買審査の業務を担当する部、室又は

課）とする。 

（営業単位の範囲） 

第４条 規則第８条に規定する営業単位は、次

の各号に掲げる協会員の区分に従い、当該各

号に定める営業部店とする。 
 1 会 員 

  イ 営業部、法人部、国際部、営業所等の

独立した営業部門 

  ロ・ハ （ 現行どおり ） 

  ニ 本店に準ずる組織機構を有している

営業所におけるイ、ロ又はハに規定する

部門  

（営業単位の範囲） 

第４条 規則第８条に規定する営業単位は、次

の各号に掲げる協会員の区分に従い、当該各

号に定める営業部店とする。 
 1 会 員 

  イ 営業部、法人部、国際部、支店等の独

立した営業部門 

  ロ・ハ （ 省 略 ） 

  ニ 本店に準ずる組織機構を有している

支店におけるイ、ロ又はハに規定する部

門  

2 特別会員 

  イ 公共債の窓口販売業務を統括する部、

室、課又は営業所（事務所を含む。以下

この号及び第７条の特別会員への適用

において同じ。）

  ロ 投資信託の窓口販売業務又は証券仲

介業務を行う独立した部、室、課又は営

業所

 ただし、特別会員が部、室、課又は

営業所の長に代えて当該部、室、課又

は営業所の登録等証券業務を担当する

部門の長に同業務に係る権限を委譲し

2 特別会員 

  イ 公共債の窓口販売業務を統括する部、

室、課又は支店

   

 

ロ 投資信託の窓口販売業務を行う独立

した部、室、課又は支店

 ただし、特別会員が支店等の長に代

えて当該支店等の登録等証券業務を担

当する部門の長に同業務に係る権限を

委譲している場合には、当該部門を営

業単位とすることができる。 

1 



新 旧 
ている場合には、当該部門を営業単位

とすることができる。 

  ハ 上記イ及びロ以外の登録等証券業務

を行う部、室、課又は営業所（当該登録

等証券業務に関し、商品等の説明、注文

の受付け、約定、管理等が主に他の部室

等の役職員により行われている場合は、

当該他の部室等とする。） 

  ニ （ 現行どおり ） 

  ホ 本店に準ずる組織機構を有している

営業所におけるロ、ハ又はニに規定する

部門 

 

   

 

ハ 上記イ及びロ以外の登録等証券業務

を行う部、室、課又は支店（当該登録等

証券業務に関し、商品等の説明、注文の

受付け、約定、管理等が主に他の部室等

の役職員により行われている場合は、当

該他の部室等とする。） 

  ニ （ 省 略 ） 

  ホ 本店に準ずる組織機構を有している

支店におけるロ、ハ又はニに規定する部

門 

（特別会員の営業責任者の配置の特例） 

第５条 特別会員は、営業責任者に任命しよう

とする者（証券仲介業務を行う営業単位の営

業責任者を除く。）が、規則第９条第２項に

規定する資格要件を満たしていない場合に

おいて、本協会が特に認めたときは、その認

定の日から１年間に限り、当該営業単位の管

理職者（同項に規定する資格要件を満たして

いる者に限る。）を営業責任者に任命するこ

とができる。 
 

（特別会員の営業責任者の配置の特例） 

第５条 特別会員は、営業責任者に任命しよう

とする者が、規則第９条第２項に規定する資

格要件を満たしていない場合において、本協

会が特に認めたときは、その認定の日から１

年間に限り、当該営業単位の管理職者（同項

に規定する資格要件を満たしている者に限

る。）を営業責任者に任命することができる。 

（内部管理責任者の配置の特例） 

第７条 規則第 11 条ただし書に規定する内部

管理統括補助責任者又は他の内部管理責任

者に兼務させることができる営業単位は、次

のとおりとする。 
 1 所属従業員数が15名未満の営業所であっ

て、当該営業所の内部管理が内部管理統括

補助責任者又は本店若しくは他の営業所の

内部管理責任者によって行われる場合の当

該営業所（第２項及び第３項において「少

人数営業所」という。）

 2 所属従業員数が15名未満の営業所であっ

て、当該営業所の内部管理が本店又は当該

（内部管理責任者の配置の特例） 

第７条 規則第 11 条ただし書に規定する内部

管理統括補助責任者又は他の内部管理責任

者に兼務させることができる営業単位は、次

のとおりとする。 
 1 所属従業員数が15名未満の支店（以下「少

人数支店」という。）であって、当該少人数

支店の内部管理が内部管理統括補助責任者

又は本店若しくは他の支店の内部管理責任

者によって行われる場合の当該少人数支店

  

2 所属従業員数が15名未満の営業所であっ

て、当該営業所の内部管理が本店又は当該

 2
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営業所を統括する他の営業所の内部管理統

括補助責任者又は内部管理責任者によって

行われる場合の当該営業所 

 3 （ 現行どおり ） 

営業所を統括する支店の内部管理統括補助

責任者又は内部管理責任者によって行われ

る場合の当該営業所 

 3 （ 省 略 ） 

２ 協会員は、前項第１号の少人数営業所とし

て適用を受けようとするときは、所定の届出

書を提出するものとする。 

２ 協会員は、前項第１号の支店として適用を

受けようとするときは、所定の届出書を提出

するものとする。 
３ 本協会は、第１項第１号の適用に当たって

は、次の基準により行うものとする。 
 1 本店又は他の営業所の所在地と当該少人

数営業所の所在地との間が１日の業務時間

内に往復、業務執行できる距離にあること。 

 2 当該少人数営業所及び当該少人数営業所

の内部管理責任者を兼務しようとする者が

所属する営業単位の法令、協会規則の遵守

状況が良好であること。 

 3 （ 現行どおり ） 

 

３ 本協会は、第１項第１号の適用に当たって

は、次の基準により行うものとする。 
 1 本店又は他の支店の所在地と当該少人数

支店の所在地との間が１日の業務時間内に

往復、業務執行できる距離にあること。 

 2 当該少人数支店及び当該少人数支店の内

部管理責任者を兼務しようとする者が所属

する営業単位の法令、協会規則の遵守状況

が良好であること。 

 3 （ 省 略 ） 

付   則 

 

この改正は、平成 16年 12 月１日から施行す

る。 
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別紙 12 

「証券外務員等資格試験規則」の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
(受験資格) 

第 13 条 協会員が、試験を受けさせることの

できる者は、次に掲げる者とする。 

1 一種外務員資格試験 

イ 会員の使用人（出向により受け入れた

者を含み、国内に所在する本店その他の

営業所に勤務する者をいう。以下同じ。）

又はその会員が使用人として採用しよ

うとする者のうち「協会員の外務員の資

格、登録等に関する規則」（以下「外務

員規則」という。）第４条第３号に規定

する二種外務員の資格（以下「二種外務

員の資格」という。）を有する者 

 

ロ 会員の事業活動の支配を主たる目的

とする会社（以下「会員支配会社」とい

う。）の使用人（労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の就業条

件の整備等に関する法律に規定する派

遣労働者（以下「派遣労働者」という。）

を除き、国内の事務所に勤務する者に限

る。以下同じ。）又はその会員支配会社

が使用人として採用しようとする者の

うち二種外務員の資格を有する者 

ハ 会員の証券業務に関連する業務を行

っている関連会社（関連会社の使用人が

会員の使用人になることが見込まれる

場合の当該関連会社のうち、本協会が認

めた会社に限る。以下「会員の関連会社」

という。）の使用人（派遣労働者を除く。）

のうち二種外務員の資格を有する者 

 

 

(受験資格) 

第 13 条 協会員が、試験を受けさせることの

できる者は、次に掲げる者とする。 

1 一種外務員資格試験 

  イ 会員の従業員（会員の使用人（出向に

より受け入れた者を含む。以下同じ）で

国内に所在する本店その他の営業所に

勤務する者をいう。以下同じ。）又はそ

の会員が従業員として採用しようとす

る者のうち「協会員の外務員の資格、登

録等に関する規則」（以下「外務員規則」

という。）第４条第３号に規定する二種

外務員の資格（以下「二種外務員の資格」

という。）を有する者 

  ロ 会員の事業活動の支配を主たる目的

とする会社（以下「会員支配会社」とい

う。）の使用人（国内の事務所に勤務す

る者に限る。以下同じ。）又はその会員

支配会社が使用人として採用しようと

する者のうち二種外務員の資格を有す

る者 

 

 

 

  ハ 会員の証券業務に関連する業務を行

っている関連会社（関連会社の使用人が

会員の従業員になることが見込まれる

場合の当該関連会社のうち、本協会が認

めた会社に限る。以下「会員の関連会社」

という。）の使用人（労働者派遣事業の

適正な運営の確保及び派遣労働者の就

業条件の整備等に関する法律に規定す

る派遣労働者（以下「派遣労働者」とい

1 



 

新 旧 
 

 

  ニ 特別会員の使用人（出向により受け入

れた者を含み、国内に所在する本店その

他の営業所又は事務所に勤務する者を

いう。以下同じ。）又はその特別会員が使

用人として採用しようとする者のうち

二種外務員の資格を有する者 

 

 

 

  ホ 特別会員の事業活動の支配を主たる

目的とする会社（以下「特別会員支配会

社」という。）の使用人（派遣労働者を

除き、国内の事務所に勤務する者に限

る。以下同じ。）又はその特別会員支配

会社が使用人として採用しようとする

者のうち二種外務員の資格を有する者 

  ヘ 特別会員の登録等証券業務に関連す

る業務を行っている関連会社（関連会社

の使用人が特別会員の使用人になるこ

とが見込まれる場合の当該関連会社の

うち、本協会が認めた会社に限る。以下

「特別会員の関連会社」という。）の使

用人（派遣労働者を除く。）のうち二種

外務員の資格を有する者 
ト 証券仲介業者（証券仲介業の登録を受

ける前の者であって、証券仲介業に係る

業務の委託契約を締結した者を含む。第

２号及び第３号並びに第 21 条第１項及

び第２項において同じ。）若しくはその

使用人（出向により受け入れた者を含

む。以下同じ。）又は証券仲介業者が使

用人として採用しようとする者のうち

二種外務員の資格を有する者 

 2 信用取引外務員資格試験 
  イ 会員の使用人又はその会員が使用人

う。）を除く。）のうち二種外務員の資格

を有する者 

  ニ 特別会員の従業員（特別会員の使用人

で国内に所在する本店その他の営業所

又は事務所において当該特別会員の証

取法第 65 条の２第１項の登録及び同条

第３項の認可に係る業務（本号において

「登録等証券業務」という。）に従事す

る者をいう。以下同じ。）又はその特別

会員が従業員として採用しようとする

者のうち二種外務員の資格を有する者 

  ホ 特別会員の事業活動の支配を主たる

目的とする会社（以下「特別会員支配会

社」という。）の使用人又はその特別会

員支配会社が使用人として採用しよう

とする者のうち二種外務員の資格を有

する者 

 

  ヘ 特別会員の登録等証券業務に関連す

る業務を行っている関連会社（関連会社

の使用人が特別会員の従業員になるこ

とが見込まれる場合の当該関連会社の

うち、本協会が認めた会社に限る。以下

「特別会員の関連会社」という。）の使

用人（派遣労働者を除く。）のうち二種

外務員の資格を有する者 

  ト 証券仲介業者（証券仲介業の登録を受

ける前の者であって、証券仲介業に係る

業務の委託契約を締結した者を含む。第

２号及び第３号並びに第 21 条第１項及

び第２項において同じ。）若しくはその

使用人又は証券仲介業者が使用人とし

て採用しようとする者のうち二種外務

員の資格を有する者 

 

 2 信用取引外務員資格試験 
  イ 会員の従業員又はその会員が従業員
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として採用しようとする者のうち二種

外務員の資格を有する者 
ロ～ハ （ 現行どおり ） 

  ニ 特別会員の使用人又はその特別会員

が使用人として採用しようとする者の

うち二種外務員の資格を有する者 
ホ～ト （ 現行どおり ） 

 3 二種外務員資格試験 
  イ 会員の使用人又はその会員が使用人

として採用しようとする者 
ロ～ハ （ 現行どおり ） 

  ニ 特別会員の使用人又はその特別会員

が使用人として採用しようとする者 
ホ～ト （ 現行どおり ） 
4 会員営業責任者資格試験 

  イ 会員の役員 
  ロ 会員の使用人（派遣労働者を除く。）

のうち外務員規則第４条第１号に規定

する一種外務員の資格（以下「一種外務

員の資格」という。）を有する管理職者 
ハ 特別会員の役員 
ニ 特別会員の使用人（派遣労働者を除

く。）のうち一種外務員の資格を有する管

理職者 
ホ 証券仲介業者（証券仲介業の登録を受

けた者に限る。）又はその役員若しくは使

用人（派遣労働者を除く。）であって一種

外務員の資格を有する管理職者 

5 会員内部管理責任者資格試験 
  イ （ 現行どおり ） 
  ロ 会員の使用人（派遣労働者を除く。）

のうち一種外務員の資格を有する者 
ハ 特別会員の役員 
ニ 特別会員の使用人（派遣労働者を除

く。）のうち一種外務員の資格を有する者 
ホ 証券仲介業者（証券仲介業の登録を受

けた者に限る。）又はその役員若しくは使

として採用しようとする者のうち二種

外務員の資格を有する者 
ロ～ハ （ 省 略 ） 

  ニ 特別会員の従業員又はその特別会員

が従業員として採用しようとする者の

うち二種外務員の資格を有する者 
ホ～ト （ 省 略 ） 

 3 二種外務員資格試験 
  イ 会員の従業員又はその会員が従業員

として採用しようとする者 
ロ～ハ （ 省 略 ）  

  ニ 特別会員の従業員又はその特別会員

が従業員として採用しようとする者 
ホ～ト （ 省 略 ） 

 4 会員営業責任者資格試験 

  イ 会員の役員 
  ロ 会員の従業員（派遣労働者を除く。）

のうち外務員規則第４条第１号に規定

する一種外務員の資格（以下「一種外務

員の資格」という。）を有する管理職者 
  （ 新 設 ） 
  （ 新 設 ） 

 
 
ハ 証券仲介業者（証券仲介業の登録を受

けた者に限る。）又はその役員若しくは使

用人（派遣労働者を除く。）であって一種

外務員の資格を有する管理職者 
 5 会員内部管理責任者資格試験 
  イ （ 省 略 ） 
  ロ 会員の従業員（派遣労働者を除く。）

のうち一種外務員の資格を有する者 
  （ 新 設 ） 
  （ 新 設 ） 
 
 
ハ 証券仲介業者（証券仲介業の登録を受
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用人（派遣労働者を除く。）であって一種

外務員の資格を有する者 

 6 特別会員一種外務員資格試験 
  イ 特別会員の使用人又はその特別会員

が使用人として採用しようとする者の

うち外務員規則第４条第５号に規定す

る特別会員二種外務員の資格（以下「特

別会員二種外務員の資格」という。）を

有する者 
ロ～ハ （ 現行どおり ） 

 7 特別会員二種外務員資格試験 
  イ 特別会員の使用人又はその特別会員

が使用人として採用しようとする者 
ロ～ハ （ 現行どおり ） 

 ８～10 （ 現行どおり ） 
２ 前項の規定により、協会員が使用人として

採用しようとする者（会員支配会社若しくは

特別会員支配会社が使用人として採用しよ

うとする者又は特別会員の代理を行う者に

なろうとする者のうち当該特別会員が特定

証券業務に従事させようとする者を含む。以

下第 17条において同じ。）に受けさせること

ができる試験は、協会員が使用人として採用

しようとする日（会員支配会社若しくは特別

会員支配会社が使用人として採用しようと

する日又は特別会員の代理を行う者になろ

うとする者を当該特別会員が特定証券業務

に従事させようとする日を含む。）前 90日以

内に実施されるものに限るものとする。 

 
(試験の停止及び合格の取消し等) 

第 17 条 委員会は、不正の手段により試験を

受け又は受けようとした者に対しては、その

試験を停止し又は合格の決定を取り消すこ

とができる。 

２    （ 現行どおり ） 

３ 協会員は、第 13 条第２項の規定により、

けた者に限る。）又はその役員若しくは使

用人（派遣労働者を除く。）であって一種

外務員の資格を有する者 
 6 特別会員一種外務員資格試験 
  イ 特別会員の従業員又はその特別会員

が従業員として採用しようとする者の

うち外務員規則第４条第５号に規定す

る特別会員二種外務員の資格（以下「特

別会員二種外務員の資格」という。）を

有する者 
ロ～ハ （ 省 略 ） 

 7 特別会員二種外務員資格試験 
  イ 特別会員の従業員又はその特別会員

が従業員として採用しようとする者 
ロ～ハ （ 省 略 ） 

 8～10 （ 省 略 ） 
２ 前項の規定により、協会員が従業員として

採用しようとする者（会員支配会社若しくは

特別会員支配会社が使用人として採用しよ

うとする者又は特別会員の代理を行う者に

なろうとする者のうち当該特別会員が特定

証券業務に従事させようとする者を含む。以

下第 17条において同じ。）に受けさせること

ができる試験は、協会員が従業員として採用

しようとする日（会員支配会社若しくは特別

会員支配会社が使用人として採用しようと

する日又は特別会員の代理を行う者になろ

うとする者を当該特別会員が特定証券業務

に従事させようとする日を含む。）前 90日以

内に実施されるものに限るものとする。 

 
(試験の停止及び合格の取消し等) 

第 17 条 委員会は、不正の手段により試験を

受け又は受けようとした者に対しては、その

試験を停止し又は合格の決定を取り消すこ

とができる。 

２    （ 省 略 ） 
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協会員が使用人として採用しようとする者

に試験を受けさせたにもかかわらず、当該試

験に合格した者を採用しないこととなった

場合（特別会員の代理を行う者になろうとす

る者については、当該特別会員が特定証券業

務に従事させないこととなった場合をい

う。）には、別に定める様式により、直ちに

本協会に届け出なければならない。 

４    （ 現行どおり ） 

 

(受験の特例) 

第 20 条 本協会は、本協会に加入しようとす

る者が、所定の様式により証券外務員資格試

験の受験の申出を行い、かつ、本協会が認め

た場合に限り、第 13 条各号の規定にかかわ

らず、その使用人又は使用人として採用しよ

うとする者に第 12 条に定める証券外務員資

格試験を受験させることとする。 

ただし、当該加入しようとする者が本協会

への加入を取り止め、若しくは本協会への加

入の承認が得られなかった場合、又は当該加

入しようとする者が本協会へ加入する日前

に、その使用人が退職した場合、若しくは使

用人として採用しようとする者を採用しな

いこととなった場合には、その受験の申出が

行われなかったものとして取り扱うことと

する。 
 

 

 

３ 協会員は、第 13 条第２項の規定により、

協会員が従業員として採用しようとする者

に試験を受けさせたにもかかわらず、当該試

験に合格した者を採用しないこととなった

場合（特別会員の代理を行う者になろうとす

る者については、当該特別会員が特定証券業

務に従事させないこととなった場合をい

う。）には、別に定める様式により、直ちに

本協会に届け出なければならない。 

４    （ 省 略 ） 
 
(受験の特例) 

第 20 条 本協会は、本協会に加入しようとす

る者が、所定の様式により証券外務員資格試

験の受験の申出を行い、かつ、本協会が認め

た場合に限り、第 13 条各号の規定にかかわ

らず、その従業員又は従業員として採用しよ

うとする者に第 12 条に定める証券外務員資

格試験を受験させることとする。 

ただし、当該加入しようとする者が本協会

への加入を取り止め、若しくは本協会への加

入の承認が得られなかった場合、又は当該加

入しようとする者が本協会へ加入する日前

に、その従業員が退職した場合、若しくは従

業員として採用しようとする者を採用しな

いこととなった場合には、その受験の申出が

行われなかったものとして取り扱うことと

する。 
 
 
 
 

付  則 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。 
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別紙 13 

「証券従業員に関する規則」(公正慣習規則第８号)の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 
新 旧 
 

第３章 服務基準 

 

（禁止行為） 

第９条 協会員は、いかなる名義を用いている

かを問わず、他の協会員の従業員から、当該

従業員が当該他の協会員の従業員であるこ

とを知りながら、当該従業員若しくは当該従

業員の取次ぎに係る有価証券の売買その他

の取引又は有価証券指数等先物取引等、有価

証券オプション取引等、外国市場証券先物取

引等若しくは有価証券店頭デリバティブ取

引等（以下「有価証券の売買その他の取引等」

という。他の協会員が特別会員である場合

は、当該特別会員の登録等証券業務に係る取

引に限る。）の注文を受けてはならない。た

だし、当該他の協会員の書面による承諾を受

けたとき及び当該従業員に係る取引が国債

証券又は投資信託若しくは外国投資信託の

受益証券の取引である場合並びに他の協会

員の従業員が特別会員の従業員であって当

該取引が証取法第 65 条第２項第３号及び第

４号に掲げる有価証券の取引である場合は、

この限りでない。 

 

第３章 服務基準 

 

（禁止行為） 

第９条 協会員は、いかなる名義を用いている

かを問わず、他の協会員の従業員から、当該

従業員が当該他の協会員の従業員であるこ

とを知りながら、当該従業員若しくは当該従

業員の取次ぎに係る有価証券の売買その他

の取引又は有価証券指数等先物取引等、有価

証券オプション取引等、外国市場証券先物取

引等若しくは有価証券店頭デリバティブ取

引等（以下「有価証券の売買その他の取引等」

という。他の協会員が特別会員である場合

は、当該特別会員の登録等証券業務に係る取

引に限る。）の注文を受けてはならない。た

だし、当該他の協会員の書面による承諾を受

けたとき及び当該従業員に係る取引が国債

証券、投資信託又は外国投資信託の受益証券

の取引である場合は、この限りでない。 

２ 協会員は、いかなる名義を用いているかを

問わず、自己の従業員から、又は他の会員若

しくは特別会員の従業員（特別会員の従業員

にあっては、証券仲介業務、先物取次業務及

び有価証券店頭デリバティブ取引等に従事

する者に限る。本項において同じ。）から当

該従業員が当該他の会員又は特別会員の従

業員であることを知りながら、信用取引又は

有価証券先物取引（外国有価証券市場におけ

る有価証券先物取引と類似の取引を含む。第

２ 協会員は、いかなる名義を用いているかを

問わず、自己の従業員から、又は他の会員若

しくは特別会員（先物取次業務及び有価証券

店頭デリバティブ取引等を行う特別会員に

限る。本項において同じ。）の従業員から当

該従業員が当該他の会員又は特別会員の従

業員であることを知りながら、信用取引又は

有価証券先物取引（外国有価証券市場におけ

る有価証券先物取引と類似の取引を含む。第

３項第７号において同じ。）、有価証券指数等
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３項第７号において同じ。）、有価証券指数等

先物取引、有価証券オプション取引、外国市

場証券先物取引若しくは有価証券店頭デリ

バティブ取引の注文を受けてはならない。 

 

先物取引、有価証券オプション取引、外国市

場証券先物取引若しくは有価証券店頭デリ

バティブ取引の注文を受けてはならない。こ

の場合において、協会員が他の特別会員の従

業員から注文を受けてはならない取引は、国

債証券等の有価証券先物取引及び証取法第

65 条第２項第６号及び第７号に掲げる取引

に限るものとする。

  

 金融機関の証券業務に関する内閣府令 

第 21 条第 1項第 4号 ・・・又は専ら投機 

的利益の追求を目的として有価証券の売買 

その他の取引等をする行為（当該登録金融 

機関が法第 65 条第 2項第 3号に掲げる有 

価証券に係る同号ハに掲げる行為及び同項 

第 4号に掲げる有価証券に係る同号ロに掲 

げる行為を行わない場合は、同項第 3号及 

び第 4号に掲げる有価証券に係る有価証券 

の売買その他の取引等をする行為を除く。） 

 

３ （ 現行どおり ） 

 

３ （ 省 略 ） 

 1～3 （ 現行どおり ）  1～3 （ 省 略 ） 

 4  削 除  

 

 

 

 

 

 

 4 顧客の同意を得ずに、当該顧客の計算に

より有価証券の売買その他の取引等を行

うこと。 

 

証券会社の行為規制等に関する内閣府令 

第 4条第 16 号  

あらかじめ顧客の同意を得ずに、当該顧客 

の計算により有価証券の売買その他の取 

引等をする行為。 

 

5 いかなる名義を用いているかを問わず、

所属協会員の書面による承諾を受けない

で、他の協会員に当該従業員又は当該従業

員の取次ぎに係る有価証券の売買その他の

取引等の注文を出すこと。ただし、当該従

業員に係る取引が国債証券又は投資信託若

5 いかなる名義を用いているかを問わず、

所属協会員の書面による承諾を受けない

で、他の協会員に当該従業員又は当該従業

員の取次ぎに係る有価証券の売買その他の

取引等の注文を出すこと。ただし、当該従

業員に係る取引が国債証券、投資信託又は

 2
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しくは外国投資信託の受益証券の取引であ

る場合並びに特別会員の従業員の取引が証

取法第65条第２項第３号及び第４号に掲げ

る有価証券の取引である場合を除く。

外国投資信託の受益証券の取引である場合

を除く。 

6 いかなる名義を用いているかを問わず、

他の協会員の従業員から、当該従業員が当

該他の協会員の従業員であることを知りな

がら、当該従業員又は当該従業員の取次ぎ

に係る有価証券の売買その他の取引等の注

文を受けること。ただし、当該他の協会員

の書面による承諾を受けたとき及び当該従

業員に係る取引が国債証券又は投資信託若

しくは外国投資信託の受益証券の取引であ

る場合並びに他の協会員の従業員が特別会

員の従業員であって当該取引が証取法第 65

条第２項第３号及び第４号に掲げる有価証

券の取引である場合を除く。 

6 いかなる名義を用いているかを問わず、他

の協会員の従業員から、当該従業員が当該他

の協会員の従業員であることを知りながら、

当該従業員又は当該従業員の取次ぎに係る

有価証券の売買その他の取引等の注文を受

けること。ただし、当該他の協会員の書面に

よる承諾を受けたとき及び当該従業員に係

る取引が国債証券、投資信託又は外国投資信

託の受益証券の取引である場合を除く。 

 

 7 いかなる名義を用いているかを問わず、

自己の計算において信用取引又は有価証券

先物取引、有価証券指数等先物取引、有価

証券オプション取引、外国市場証券先物取

引若しくは有価証券店頭デリバティブ取引

を行うこと（特別会員にあっては、証券仲

介業務、先物取次業務及び有価証券店頭デ

リバティブ取引を行う特別会員に限るもの

とし、当該特別会員のこれら業務及び取引

に従事する者に限る。）。 

  

 7 いかなる名義を用いているかを問わず、

自己の計算において信用取引又は有価証券

先物取引、有価証券指数等先物取引、有価

証券オプション取引、外国市場証券先物取

引若しくは有価証券店頭デリバティブ取引

を行うこと（先物取次業務及び有価証券店

頭デリバティブ取引を行う特別会員にあっ

ては、国債証券等の有価証券先物取引及び

証取法第65条第２項第６号及び第７号に掲

げる取引に限るものとし、それ以外の特別

会員にあっては、本号の適用はないものと

する。）。 

8～20 （ 現行どおり ）  8～20 （ 省  略 ） 

21  顧客に対して、融資、保証等の特別の便

宜の提供を約し、登録等証券業務に係る取

引又は当該取引を勧誘すること。 

21 顧客に対して、融資、保証等の特別の便

宜を提供することを約束して登録等証券

業務に係る取引を勧誘すること。 

 22 先物取次業務に係る取引について、明ら

かに委託証拠金の新規又は追加の差入れ

となるような信用の供与を行うこと。 

22  登録等証券業務に係る取引について、明

らかに委託証拠金の新規又は追加の差入れ

となるような信用の供与を行うこと。 
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23 証券仲介業務に係る取引について、顧客

に対して、当該顧客が会員に開設した取引口

座に残高不足が生じた場合に、信用の供与を

自動的に行い、又はこれを行うことを約した

証券仲介行為を行うこと。

 23 登録等証券業務に係る取引について、顧

客に対して、信用の供与の条件として、当

該取引を強要すること。 

 

金融機関の証券業務に関する内閣府令 

第 27 条の 2第 1号 信用の供与の条件と 

して、法第 65 条第 2項の取引をする行為 

又は当該取引を勧誘する行為 

  

事務ガイドライン 5-3-1(5)② 

顧客が委託証券会社に開設した証券口座 

が残高不足となる場合に、信用の供与を自 

動的に行い又は行うことを約して証券仲 

介行為を行わないこと。 

 24～27 （ 現行どおり ）  

 

24～27 （ 省 略 ） 

 

付  則 

 

 この改正は、平成 16年 12 月１日から施行す

る。ただし、第９条第２項及び同条第３項第７

号の改正規定は、平成 17 年１月１日から施行

する。 
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別紙 14 

「店頭有価証券の売買その他の取引に関する規則」 

（公正慣習規則第２号）の一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新  旧  
（定義） 

第２条  この規則における用語の定義

は、「店頭売買有価証券の登録等に関

する規則」(公正慣習規則第 1 号)第 2

条各号及び「店頭売買有価証券の売買

その他の取引に関する規則」（公正慣

習規則第 1 号の 2。以下「売買規則」

という。）第 2 条各号に定めるものの

ほか、次の各号に定めるところによ

る。 

（定義） 

第２条  この規則における用語の定義

は、「店頭売買有価証券の登録等に関

する規則」(公正慣習規則第 1 号)第 2

条各号及び「店頭売買有価証券の売買

その他の取引に関する規則」（公正慣

習規則第 1 号の 2。以下「売買規則」

という。）第 2 条各号に定めるものの

ほか、次の各号に定めるところによ

る。 

１ 

～     （ 現行どおり ） 

３ 

１ 

～     （ 省   略 ） 

３ 

４ グリーンシート銘柄 

店頭取扱有価証券のうち、取扱会

員（次号に定める会員をいう。） 並

びに当該取扱会員が証券仲介業務の

委託を行う特別会員及び証券仲介業

者が投資勧誘を行うものとして本協

会が指定したものをいう。 

４ グリーンシート銘柄 

店頭取扱有価証券のうち、取扱会

員（次号に定める会員をいう。） 及

び当該取扱会員が委託を行う証券仲

介業者が投資勧誘を行うものとして

本協会が指定したものをいう。 

５ 取扱会員 

店頭取扱有価証券をグリーンシー

ト銘柄として本協会に届け出、か

つ、本協会が当該店頭取扱有価証券

をグリーンシート銘柄として指定し

た後において、当該会員が証券仲介

業務の委託を行う特別会員及び証券

仲介業者とともに当該グリーンシー

ト銘柄の投資勧誘を行うことができ

ると同時に本協会の規則の定めると

ころにより義務を負うものとして本

協会が指定した会員をいう。 

５ 取扱会員 

店頭取扱有価証券をグリーンシー

ト銘柄として本協会に届け出、か

つ、本協会が当該店頭取扱有価証券

をグリーンシート銘柄として指定し

た後において、当該会員が委託を行

う証券仲介業者とともに当該グリー

ンシート銘柄の投資勧誘を行うこと

ができると同時に本協会の規則の定

めるところにより義務を負うものと

して本協会が指定した会員をいう。 

  

（グリーンシート銘柄以外の店頭有価証

券の投資勧誘の禁止） 

第３条  協会員は、第 15 条及び第 18

条の規定による場合を除き、グリーン

シート銘柄以外の店頭有価証券につい

ては、顧客に対し、投資勧誘を行って

はならない。 

（グリーンシート銘柄以外の店頭有価証

券の投資勧誘の禁止） 

第３条 会員は、第 15 条及び第 18 条

の規定による場合を除き、グリーンシ

ート銘柄以外の店頭有価証券について

は、顧客に対し、投資勧誘を行っては

ならない。 

（信用取引の禁止） 

第 10 条 協会員は、店頭有価証券につ

いては信用取引（会員が信用の供与を

（信用取引の禁止） 

第 10 条 会員は、店頭有価証券につい

ては信用取引（会員が信用の供与を受
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受けて行う売買を含む。）を行っては

ならない。 

けて行う売買を含む。）を行ってはな

らない。 

  

（未発行店頭有価証券の店頭取引の禁

止） 

第 11 条 協会員は、未発行店頭有価証

券については店頭取引を行ってはなら

ない。 

（未発行店頭有価証券の店頭取引の禁

止） 

第 11 条 会員は、未発行店頭有価証券

については店頭取引を行ってはならな

い。 

  

(店頭有価証券の価格情報の責任の所在

等の明示） 

第 14 条 会員は、店頭有価証券の売買

価格等の情報（以下「価格情報」とい

う。）を提示する場合は、いかなる媒

体の利用を問わず、当該価格情報と併

せて会員名、取扱部店名(当該会員が

証券仲介業務の 委託を行う 特別会員

及び証券仲介業者の部店を含む。)及

び当該価格情報の提示日並びに当該価

格情報は売り気配又は買い気配ではな

い旨を明示しなければならない。ただ

し、第４章に定めるところにより、取

扱会員がグリーンシート銘柄の価格情

報を提示する場合は、この限りでな

い。 

(店頭有価証券の価格情報の責任の所在

等の明示） 

第 14 条 会員は、店頭有価証券の売買

価格等の情報（以下「価格情報」とい

う。）を提示する場合は、いかなる媒

体の利用を問わず、当該価格情報と併

せて会員名、取扱部店名(当該会員が

委託を行う証券仲介業者の部店を含

む。)及び当該価格情報の提示日並び

に当該価格情報は売り気配又は買い気

配ではない旨を明示しなければならな

い。ただし、第４章に定めるところに

より、取扱会員がグリーンシート銘柄

の価格情報を提示する場合は、この限

りでない。 

(適格機関投資家のみに対して投資勧誘

を行う場合の取扱い） 

第 15 条 協会員が募集、売出し（売出

しに相当するものを含む。以下この

項において同じ。）又は私募（以下

「募集等」という。）の取扱い又は売

出し（以下「募集等の取扱い等」と

いう。）に際して適格機関投資家（証

券取引法（以下「証取法」という。）

第 2 条第 3 項第 1 号に規定する適格

機関投資家をいう。以下同じ。）に対

して投資勧誘を行うことができる店

頭有価証券（店頭取扱有価証券を除

く。以下この条において同じ。）は、

当該募集等で取得した店頭有価証券

に譲渡制限を付すことを条件として

適格機関投資家のみに対して投資勧

誘を行うものであり、証取法第 13 条

の規定により目論見書を作成する必

要がないものであり、当該 協会員 か

ら本協会に届出があり、かつ、本協

会が適当であると認めたものでなけ

ればならない。 

(適格機関投資家のみに対して投資勧誘

を行う場合の取扱い） 

第 15 条 会員が募集、売出し（売出し

に相当するものを含む。以下この項

において同じ。）又は私募（以下「募

集等」という。）の取扱い又は売出し

（ 以 下 「 募 集 等 の取 扱 い 等 」 と い

う。）に際して適格機関投資家（証券

取引法（以下「証取法」という。）第

2 条第 3 項第 1 号に規定する適格機関

投資家をいう。以下同じ。）に対して

投資勧誘を行うことができる店頭有

価証券（店頭取扱有価証券を除く。

以下この条において同じ。）は、当該

募集等で取得した店頭有価証券に譲

渡制限を付すことを条件として適格

機関投資家のみに対して投資勧誘を

行うものであり、証取法第 13 条の規

定により目論見書を作成する必要が

ないものであり、当該 会員 から本協

会に届出があり、かつ、本協会が適

当であると認めたものでなければな

らない。 
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２  前項の譲渡制限は、次に掲げる者

については、それぞれ次のとおりと

する。 

１ 

・    （ 現行どおり ） 

２ 

２  前項の譲渡制限は、次に掲げる者

については、それぞれ次のとおりと

する。 

１ 

・    （ 省   略 ） 

２ 

３ 前 2 号に掲げる者以外の者 

 当該店頭有価証券の証券取引所へ

の上場若しくは店頭売買有価証券

としての登録の日又はその取得の

日以後 2 年間を経過する日のいず

れか早い日の前日まで譲渡しては

ならない。ただし、次のいずれか

に該当する場合であって、 

３ 前 2 号に掲げる者以外の者 

 当該店頭有価証券の証券取引所へ

の上場若しくは店頭売買有価証券

としての登録の日又はその取得の

日以後 2 年間を経過する日のいず

れか早い日の前日まで譲渡しては

ならない。ただし、次のいずれか

に該当する場合であって、 

かつ、譲渡することが適当である

と当該譲渡の前に協会員が認める

ときはこの限りでない。 

イ 

・    （ 現行どおり ） 

ロ 

かつ、譲渡することが適当である

と当該譲渡の前に会員が認めると

きはこの限りでない。 

イ 

・    （ 省   略 ） 

ロ 

３ 前項第 3 号に掲げる内容の譲渡制限

を付す場合は、当該協会員、当該店頭

有価証券の発行会社及び投資勧誘の相

手方である顧客の間で当該内容を含む

契約を締結しなければならない。 

３ 前項第 3 号に掲げる内容の譲渡制限

を付す場合は、当該会員、当該店頭有

価証券の発行会社及び投資勧誘の相手

方である顧客の間で当該内容を含む契

約を締結しなければならない。 

４ 第 1 項の届出は、当該募集等の取扱

い等を開始する日の 5 営業日前まで

に、所定の様式により、本協会に対し

行わなければならない。なお、証券仲

介業務として募集等の取扱い等を行う

場合の特別会員による届出は、当該特

別会員に当該証券仲介業務の委託を行

う会員が当該特別会員について併せて

届出を行うことで足りる。

４ 第 1 項の届出は、当該募集等の取扱

い等を開始する日の 5 営業日前まで

に、所定の様式により、本協会に対し

行わなければならない。 

  

（店頭取扱有価証券の範囲） 

第 16 条 店頭取扱有価証券とは、次の

いずれかに該当する発行会社の発行

する株券、新株引受権証書、新株予

約 権 証 券 及 び 新 株 予 約 権 付 社 債 券

（店頭売買有価証券の発行会社が発

行する本協会に登録されていないも

の及び上場有価証券の発行会社が発

行する証券取引所に上場されていな

いものを除く ｡以下「株券等」とい

う。）をいうものとする。 

（店頭取扱有価証券の範囲） 

第 16 条 店頭取扱有価証券とは、次の

いずれかに該当する発行会社の発行

する株券、新株引受権証書、新株予

約 権 証 券 及 び 新 株 予 約 権 付 社 債 券

（店頭売買有価証券の発行会社が発

行する本協会に登録されていないも

の及び上場有価証券の発行会社が発

行する証券取引所に上場されていな

いものを除く ｡以下「株券等」とい

う。）をいうものとする。 

１   （ 現行どおり ） １   （ 省   略 ） 

２ 公認会計士又は監査法人により、

証取法に準ずる監査が行われ、又は

２ 公認会計士又は監査法人により、

証取法に準ずる監査が行われ、又は
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株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律（以下「商法特例

法」という｡）に基づく監査若しく

は商法特例法に準ずる監査が行わ

れ、かつ、その総合意見が適正又は

適法である旨の監査報告書が添付さ

れている財務諸表等を会員 並びに

当該会員が 証券仲介業務の 委託を

行う 特別会員及び 証券仲介業者が

投資勧誘を行う際の説明用資料（以

下「会社内容説明書」という｡）と

して利用できる発行会社 

株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律（以下「商法特例

法」という｡）に基づく監査若しく

は商法特例法に準ずる監査が行わ

れ、かつ、その総合意見が適正又は

適法である旨の監査報告書が添付さ

れている財務諸表等を会員 及び 当

該会員が委託を行う証券仲介業者が

投資勧誘を行う際の説明用資料（以

下「会社内容説明書」という｡）と

して利用できる発行会社 

２  協会員 は、次の各号に掲げる有価

証券のうち、本邦内の取引所有価証

券市場に上場されておらず、かつ、

前 項 の 要 件 を 満 た す も の に つ い て

も、店頭取扱有価証券として取り扱

うことができる。 

 

２  会員 は、次の各号に掲げる有価証

券のうち、本邦内の取引所有価証券

市場に上場されておらず、かつ、前

項の要件を満たすものについても、

店頭取扱有価証券として取り扱うこ

とができる。 

 

１ 

・    （ 現行どおり ） 

２ 

１ 

・    （ 省   略 ） 

２ 

３    （ 現行どおり ） ３   （ 省   略 ） 

(会社内容説明書の要件) 

第 17 条 会社内容説明書は、協会員又

は発行会社において作成するものと

し、次に掲げる要件を満たしたものと

する。 

(会社内容説明書の要件) 

第 17 条 会社内容説明書は、会員又は

発 行 会 社 に お い て 作 成 す る も の と

し、次に掲げる要件を満たしたもの

とする。 

１ 

～     （ 現行どおり ） 

３ 

１ 

～     （ 省   略 ） 

３ 

  

(譲渡制限付き店頭取扱有価証券の特例) 

第 18 条 協会員が譲渡制限が付されて

いる店頭取扱有価証券（グリーンシ

ート銘柄を除く。以下この章及び第

45 条において同じ。）の募集等の取扱

い等を行う場合で、当該 協会員 から

本協会に届出があり、かつ、本協会

が適当であると認めたときは、次章

の定めによることを要しない。 

(譲渡制限付き店頭取扱有価証券の特例) 

第 18 条 会員が譲渡制限が付されてい

る店頭取扱有価証券（グリーンシー

ト銘柄を除く。以下この章及び第 45

条において同じ。）の募集等の取扱い

等を行う場合で、当該 会員 から本協

会に届出があり、かつ、本協会が適

当であると認めたときは、次章の定

めによることを要しない。 

２   （ 現行どおり ） ２   （ 省   略 ） 

３ 第 1 項の届出は、当該募集等の取扱

い等を開始する日の 5 営業日前まで

に、所定の様式により、本協会に対

し行わなければならない。 なお、証

券仲介業務として募集等の取扱い等

を 行 う 場 合 の 特 別 会 員 に よ る 届 出

３ 第 1 項の届出は、当該募集等の取扱

い等を開始する日の 5 営業日前まで

に、所定の様式により、本協会に対

し行わなければならない。 
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は、当該特別会員に当該証券仲介業

務の委託を行う会員が当該特別会員

について併せて届出を行うことで足

りる。

  

(確認書の徴求等) 

第 19 条 協会員は、店頭取扱有価証券

の取引を初めて行う顧客（「証券会社

に関する内閣府令」第 28 条第１項各

号及び「金融機関の証券業務に関す

る内閣府令」第 15 条第１項各号に掲

げる者を除く。以下この条、次条第

３項、第 34 条及び第 37 条において

同じ。）に対し、店頭取扱有価証券の

性格、取引の仕組み等について十分

説明するとともに、顧客の判断と責

任において当該取引を行う旨の確認

を得るため、当該顧客から、所定の

様式の店頭取扱有価証券の取引に関

する確認書を徴求し、その写しを当

該顧客に交付しなければならない。 

(確認書の徴求等) 

第 19 条 会員は、店頭取扱有価証券の

取引を初めて行う顧客（「証券会社に

関する内閣府令」第 28 条第１項各号

及び「金融機関の証券業務に関する

内閣府令」第 15 条第１項各号に掲げ

る者を除く。以下この条、次条第３

項、第 34 条及び第 37 条において同

じ。）に対し、店頭取扱有価証券の性

格、取引の仕組み等について十分説

明するとともに、顧客の判断と責任

において当該取引を行う旨の確認を

得るため、当該顧客から、所定の様

式の店頭取扱有価証券の取引に関す

る確認書を徴求し、その写しを当該

顧客に交付しなければならない。 

 

(譲渡制限付き店頭取扱有価証券の投資

勧誘) 

第 20 条 協会員は、証取法第 13 条及

び第 15 条第 2 項の規定により目論見

書を作成及び交付をしなければなら

ない店頭取扱有価証券の募集若しく

は売出しの取扱い又は売出しを第 18

条の規定により次章の定めによらず

に行うに際しては、顧客に対し、法

令の定めに従って当該目論見書を交

付した上で、当該店頭取扱有価証券

及びその発行会社の内容を十分説明

しなければならない。 

(譲渡制限付き店頭取扱有価証券の投資

勧誘) 

第 20 条 会員は、証取法第 13 条及び

第 15 条第 2 項の規定により目論見書

を作成及び交付をしなければならな

い店頭取扱有価証券の募集若しくは

売出しの取扱い又は売出しを第 18 条

の規定により次章の定めによらずに

行うに際しては、顧客に対し、法令

の定めに従って当該目論見書を交付

した上で、当該店頭取扱有価証券及

びその発行会社の内容を十分説明し

なければならない。 

２ 協会員は、証取法第 13 条及び第 15

条第 2 項の規定による目論見書の作

成及び交付を要しない店頭取扱有価

証券の募集等の取扱い等を第 18 条の

規定により次章の定めによらずに行

うに際しては、顧客に対し、有価証

券報告書又は第 17 条に規定する記載

内容に加え、当該募集等を行う当該

店頭取扱有価証券の「証券情報」を

追記した会社内容説明書を用いて、

当該店頭取扱有価証券及びその発行

会社の内容を十分説明しなければな

らない。ただし、適格機関投資家に

対する投資勧誘においては、この限

２  会員 は、証取法第 13 条及び第 15

条第 2 項の規定による目論見書の作

成及び交付を要しない店頭取扱有価

証券の募集等の取扱い等を第 18 条の

規定により次章の定めによらずに行

うに際しては、顧客に対し、有価証

券報告書又は第 17 条に規定する記載

内容に加え、当該募集等を行う当該

店頭取扱有価証券の「証券情報」を

追記した会社内容説明書を用いて、

当該店頭取扱有価証券及びその発行

会社の内容を十分説明しなければな

らない。ただし、適格機関投資家に

対する投資勧誘においては、この限
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りではない。 りではない。 

３  協会員 は、顧客から店頭取扱有価

証券の取引の注文を受ける際は、そ

の都度、当該有価証券が店頭取扱有

価証券であることを明示しなければ

ならない。 

３  会員 は、顧客から店頭取扱有価証

券の取引の注文を受ける際は、その

都度、当該有価証券が店頭取扱有価

証券であることを明示しなければな

らない。 

４  協会員 は、第１項及び第２項に規

定する店頭取扱有価証券の募集等の

取扱い等を行う場合には、当該募集

等に係る有価証券届出書、目論見書

又は会社内容説明書を取扱部店(当該

会員が 証券仲介業務の 委託を行う 特

別会員及び 証券仲介業者の部店を含

む。)に備え置き、顧客の縦覧に供し

なければならない。 

４  会員 は、第１項及び第２項に規定

する店頭取扱有価証券の募集等の取

扱い等を行う場合には、当該募集等

に係る有価証券届出書、目論見書又

は会社内容説明書を取扱部店(当該会

員が委託を行う証券仲介業者の部店

を含む。)に備え置き、顧客の縦覧に

供しなければならない。 

  

(会社内容説明書等の提出及び縦覧) 

第 30 条     （ 現行どおり ） 

(会社内容説明書等の提出及び縦覧) 

第 30 条     （ 省   略 ） 

２ 取扱会員は、直近の会社内容説明書

等をグリーンシート銘柄の投資勧誘

を行う取扱部店（当該会員が 証券仲

介業務の 委託を行う 特別会員及び 証

券仲介業者の部店を含む。以下「取

扱部店」という｡）に備え置き、顧客

の縦覧に供しなければならない。 

２ 取扱会員は、直近の会社内容説明書

等をグリーンシート銘柄の投資勧誘

を行う取扱部店（当該会員が委託を

行う証券仲介業者の部店を含む。以

下「取扱部店」という ｡）に備え置

き、顧客の縦覧に供しなければなら

ない。 

３   （ 現行どおり ） 

 

３   （ 省   略 ） 

(取引についての顧客への説明) 

第 34 条 取扱会員及び当該取扱会員が

証券仲介業務の委託を行う特別会員

は、グリーンシート銘柄の取引を初

めて行う顧客に対し、グリーンシー

ト銘柄の性格、取引の仕組み、当該

取扱会員におけるグリーンシート銘

柄の取引方法、グリーンシート銘柄

に関する情報の周知方法、グリーン

シート銘柄への投資に当たってのリ

スク等について分かりやすく記載し

た説明書を交付し、これらについて

十分に説明しなければならない。 

(取引についての顧客への説明) 

第 34 条 取扱会員は、グリーンシート

銘 柄 の 取 引 を 初 め て 行 う 顧 客 に 対

し、グリーンシート銘柄の性格、取

引の仕組み、当該取扱会員における

グリーンシート銘柄の取引方法、グ

リーンシート銘柄に関する情報の周

知方法、グリーンシート銘柄への投

資に当たってのリスク等について分

か り や す く 記 載 し た 説 明 書 を 交 付

し、これらについて十分に説明しな

ければならない。 

２ 取扱会員及び当該取扱会員が証券仲

介業務の委託を行う特別会員 は、顧

客の判断と責任においてグリーンシ

ート銘柄の取引を行う旨の確認を得

るため、前項の規定により説明書を

交付した顧客から、所定の様式のグ

リーンシート銘柄の取引に関する確

認書を徴求するものとする。 

２ 取扱会員は、顧客の判断と責任にお

いてグリーンシート銘柄の取引を行

う旨の確認を得るため、前項の規定

により説明書を交付した顧客から、

所定の様式のグリーンシート銘柄の

取引に関する確認書を徴求するもの

とする。 
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（投資勧誘） 

第 35 条 取扱会員及び当該取扱会員が

証券仲介業務の委託を行う特別会員

は、グリーンシート銘柄の投資勧誘

（次条の規定による場合を除く。）を

行うに際しては、顧客（適格機関投

資家を除く。）に対し、直近の会社内

容説明書等及び当該直近の会社内容

説明書等の記載日以降に前節の規定

により報告した内容（当該直近の会

社内容説明書等に記載されているも

のは除く。）を記した書面を用いて、

当該銘柄及びその発行会社の内容を

十分説明しなければならない。 

（投資勧誘） 

第 35 条 取扱会員は、グリーンシート

銘柄の投資勧誘（次条の規定による

場合を除く。）を行うに際しては、顧

客（適格機関投資家を除く。）に対

し、直近の会社内容説明書等及び当

該直近の会社内容説明書等の記載日

以降に前節の規定により報告した内

容（当該直近の会社内容説明書等に

記載されているものは除く。）を記し

た書面を用いて、当該銘柄及びその

発行会社の内容を十分説明しなけれ

ばならない。 

（募集等の取扱い等を行う場合の投資勧

誘） 

第 36 条 取扱会員及び当該取扱会員が

証券仲介業務の委託を行う特別会員

は、証取法第 13 条及び第 15 条第 2

項の規定により目論見書の作成及び

交付をしなければならないグリーン

シート銘柄の募集若しくは売出しの

取 扱 い 又 は 売 出 し を 行 う に 際 し て

は、顧客に対し、法令の定めに従っ

て当該目論見書を交付した上で、当

該銘柄及びその発行会社の内容を十

分説明しなければならない。 

（募集等の取扱い等を行う場合の投資勧

誘） 

第 36 条 取扱会員は、証取法第 13 条及

び第 15 条第 2 項の規定により目論見

書の作成及び交付をしなければなら

ないグリーンシート銘柄の募集若し

くは売出しの取扱い又は売出しを行

うに際しては、顧客に対し、法令の

定めに従って当該目論見書を交付し

た上で、当該銘柄及びその発行会社

の内容を十分説明しなければならな

い。 

２ 取扱会員及び当該取扱会員が証券仲

介業務の委託を行う特別会員 は、証

取法第 13 条及び第 15 条第 2 項の規

定による目論見書の作成及び交付を

要しないグリーンシート銘柄の募集

等の取扱い等を行うに際しては、顧

客に対し、有価証券報告書又は第 17

条に規定する記載内容に加え、当該

募集等を行う当該グリーンシート銘

柄の「証券情報」を追記した会社内

容説明書（前節の報告の内容を記し

た書面がある場合は、当該書面を含

む。以下この項において同じ。）を用

いて、当該銘柄及びその発行会社の

内 容 を 十 分 説 明 し な け れ ば な ら な

い。ただし、適格機関投資家に対す

る投資勧誘においては、この限りで

はない。 

２ 取扱会員は、証取法第 13 条及び第

15 条第 2 項の規定による目論見書の

作成及び交付を要しないグリーンシ

ート銘柄の募集等の取扱い等を行う

に際しては、顧客に対し、有価証券

報告書又は第 17 条に規定する記載内

容に加え、当該募集等を行う当該グ

リーンシート銘柄の「証券情報」を

追記した会社内容説明書（前節の報

告 の 内 容 を 記 し た 書 面 が あ る 場 合

は、当該書面を含む。以下この項に

おいて同じ。）を用いて、当該銘柄及

びその発行会社の内容を十分説明し

なければならない。ただし、適格機

関投資家に対する投資勧誘において

は、この限りではない。 

 

 

 

(グリーンシート銘柄であること等の明 (グリーンシート銘柄であること等の明
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示) 

第 37 条 取扱会員及び当該取扱会員が

証券仲介業務の委託を行う特別会員

は、顧客からグリーンシート銘柄の

取 引 の 注 文 を 受 け る 際 は 、 そ の 都

度、当該有価証券がグリーンシート

銘柄であること及び当該グリーンシ

ート銘柄の銘柄区分を明示しなけれ

ばならない。 

示) 

第 37 条 取扱会員は、顧客からグリー

ンシート銘柄の取引の注文を受ける

際は、その都度、当該有価証券がグ

リーンシート銘柄であること及び当

該グリーンシート銘柄の銘柄区分を

明示しなければならない。 

 

(取扱会員以外の会員による取扱い) 

第 37 条の 2 取扱会員以外の会員及び

当該会員が証券仲介業務の委託を行

う特別会員 が、投資勧誘を行うこと

なく顧客からフェニックスとして区

分したグリーンシート銘柄の売付け

（当該会員が自己で買い取る又は当

該グリーンシート銘柄の取扱会員に

取り次ぐものに限る。）の申込みを受

ける場合は、第 34 条に規定する説明

書の交付、説明及び確認書の徴求並

びに第 37 条に規定する明示は当該取

扱会員以外の会員 及び当該会員が証

券仲介業務の委託を行う特別会員 が

行わなければならない。 

(取扱会員以外の会員による取扱い) 

第 37 条の 2 取扱会員以外の会員が、

投資勧誘を行うことなく顧客からフ

ェニックスとして区分したグリーン

シート銘柄の売付け（当該会員が自

己で買い取る又は当該グリーンシー

ト銘柄の取扱会員に取り次ぐものに

限る。）の申込みを受ける場合は、第

34 条に規定する説明書の交付、説明

及び確認書の徴求並びに第 37 条に規

定する明示は当該取扱会員以外の会

員が行わなければならない。 

 

(不正取引行為の禁止等) 

第 39 条 取扱会員及び当該取扱会員が

証券仲介業務の委託を行う特別会員

は、グリーンシート銘柄の店頭取引

を行うにあたっては、当該店頭取引

が第２章（第 13 条から第 15 条まで

を除く。）及び証券取引法その他関係

法令の規定に反しないものであるこ

と を 確 認 し な け れ ば な ら な い 。 な

お 、 証 券 取 引 法 第 ６ 章 の 規 定 の う

ち、店頭取引に適用されないものに

ついても同様とする。 

(不正取引行為の禁止等) 

第 39 条 取扱会員は、グリーンシート

銘 柄 の 店 頭 取 引 を 行 う に あ た っ て

は、当該店頭取引が第２章（第 13 条

から第 15 条までを除く。）及び証券

取引法その他関係法令の規定に反し

ないものであることを確認しなけれ

ばならない。なお、証券取引法第６

章の規定のうち、店頭取引に適用さ

れないものについても同様とする。 

(適格機関投資家限定勧誘の特例) 

第 43 条 グリーンシート銘柄の募集等

において、会員（当該銘柄の取扱会

員を除く。）及び当該会員が証券仲介

業務の委託を行う特別会員 が当該募

集等の取扱い等を行う場合で、当該

募集等で取得したグリーンシート銘

柄に譲渡制限を付すことを条件とし

て適格機関投資家のみに対して投資

勧誘を行うときには、当該会員には

(適格機関投資家限定勧誘の特例) 

第 43 条 グリーンシート銘柄の募集等

において、会員（当該銘柄の取扱会

員を除く。）が当該募集等の取扱い等

を行う場合で、当該募集等で取得し

たグリーンシート銘柄に譲渡制限を

付すことを条件として適格機関投資

家のみに対して投資勧誘を行うとき

には、当該会員には前 6 節の規定を

適用しない。 
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新  旧  
前 6 節の規定を適用しない。 

２ 

・    （ 現行どおり ） 

３ 

２ 

・    （ 現行どおり ） 

３ 

  

(顧客への配分) 

第 44 条 協会員は、店頭取扱有価証券

の募集若しくは売出しの取扱い又は

売出しを行うに当たっては、 「株券

等の募集等の引受け等に係る顧客へ

の配分について」 （理事会決議）に

基 づ き 適 正 に 行 わ な け れ ば な ら な

い。 

(顧客への配分) 

第 44 条 会員は、店頭取扱有価証券の

募集若しくは売出しの取扱い又は売

出しを行うに当たっては、 引受けを

行うか否かにかかわらず、「株券等の

引 受 け に 係 る 顧 客 へ の 配 分 に つ い

て」（理事会決議） 2.から 5.に基づ

き適正に行わなければならない。 

 

(電磁的方法による交付等) 

第 45 条 協会員は、次に掲げる書面の

交付に代えて、「書面の電磁的方法に

よる提供等の取扱いについて」（理事

会決議）に定めるところにより、当

該書面に記載すべき事項について電

子情報処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法

により提供することができる。この

場合において、当該 協会員 は、当該

書面を交付したものとみなす。 

(電磁的方法による交付等) 

第 45 条 会員は、次に掲げる書面の交

付に代えて、「書面の電磁的方法によ

る提供等の取扱いについて」（理事会

決議）に定めるところにより、当該

書面に記載すべき事項について電子

情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法に

より提供することができる。この場

合において、当該 会員 は、当該書面

を交付したものとみなす。 

１ 

・    （ 現行どおり ） 

２ 

１ 

・    （ 省   略 ） 

２ 

２  協会員 は、次に掲げる書面の徴求

に代えて、「書面の電磁的方法による

提供等の取扱いについて」（理事会決

議）に定めるところにより、当該書

面に記載すべき事項について電子情

報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法によ

り提供を受けることができる。この

場合において、当該 協会員 は、当該

書面を徴求したものとみなす。 

２  会員 は、次に掲げる書面の徴求に

代えて、「書面の電磁的方法による提

供等の取扱いについて」（理事会決

議）に定めるところにより、当該書

面に記載すべき事項について電子情

報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法によ

り提供を受けることができる。この

場合において、当該 会員 は、当該書

面を徴求したものとみなす。 

１ 

・    （ 現行どおり ） 

２ 

１ 

・    （ 省   略 ） 

２ 

  

付   則 

 

この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から

施行する。 
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別紙 15 

「上場株券等の取引所有価証券市場外での売買等に関する規則」 

（公正慣習規則第５号）の一部改正について  

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新  旧  
（目  的） 

第１条  この規則は、協会員（特別会

員にあっては、証券仲介業務を行う

特別会員に限る。以下同じ。）が行う

上場株券等の取引所有価証券市場外

での売買及びその媒介等並びに 協会

員 が媒介等を行う上場株券等の取引

所有価証券市場外での売買を公正か

つ円滑ならしめ、もって投資者の保

護に資することを目的とする。 

（目  的） 

第１条  この規則は、会員が行う上場

株券等の取引所有価証券市場外での

売買及びその媒介等並びに 会員 が媒

介等を行う上場株券等の取引所有価

証券市場外での売買を公正かつ円滑

ならしめ、もって投資者の保護に資

することを目的とする。 

  

（法令等の遵守） 

第３条  協会員は、取引所外売買又は

その媒介等を行うに当たっては、こ

の規則によるほか、証券取引法その

他関係法令、諸規則を遵守しなけれ

ばならない。 

（法令等の遵守） 

第３条  会員 は、取引所外売買又はそ

の媒介等を行うに当たっては、この

規則によるほか、証券取引法その他

関係法令、諸規則を遵守しなければ

ならない。 

  

（適用除外） 

第４条  会員が行う取引所外売買及び

協会員が媒介等を行う取引所外売買

のうち、証券取引所が定める１売買

単位に満たない数量のものについて

は、この規則を適用しないものとす

る。 

（適用除外） 

第４条  会員が行う取引所外売買及び

会員 が媒介等を行う取引所外売買の

うち、証券取引所が定める１売買単

位に満たない数量のものについて

は、この規則を適用しないものとす

る。 

２ 公開買付者を代理して公開買付け

による上場株券等の買付けを行う者

となる 協会員 が行う公開買付けによ

る上場株券等の買付け若しくは公開

買付者となる 協会員 が行う公開買付

けによる上場株券等の買付け又は上

場株券等の発行者である会社となる

協会員 が行う公開買付けによる自己

株券の買付けについては、この規則

を適用しないものとする。 

２  公開買付者を代理して公開買付け

による上場株券等の買付けを行う者

となる 会員 が行う公開買付けによる

上場株券等の買付け若しくは公開買

付者となる 会員 が行う公開買付けに

よる上場株券等の買付け又は上場株

券等の発行者である会社となる 会員

が行う公開買付けによる自己株券の

買付けについては、この規則を適用

しないものとする。 

３ 会員が行う取引所外売買及び 協会

員 が媒介等を行う取引所外売買のう

ち、上場株券等の当該売買に係る基

準となる価格を公表する証券取引所  
（以下  ｢基準価格公表証券取引所 ｣ 
という｡）  において当該上場株券等
に係る売買立会が行われていない時

間に受けた注文に係るもの  （以下  
｢価格制限適用除外売買｣  という｡）  

３ 会員が行う取引所外売買及び 会員

が媒 介等 を行 う取 引所 外売 買のう

ち、上場株券等の当該売買に係る基

準となる価格を公表する証券取引所  
（以下  ｢基準価格公表証券取引所 ｣ 
という｡）  において当該上場株券等
に係る売買立会が行われていない時

間に受けた注文に係るもの  （以下  
｢価格制限適用除外売買｣  という｡）  
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新  旧  
については、この規則の第２章を適

用しないものとする。 

については、この規則の第２章を適

用しないものとする。 

  

（価格の制限等） 

第５条  協会員は、顧客又は他の協会

員 から次の各号に掲げる注文を受け

たときは、当該各号に定める価格で

売買又はその媒介等を行わなければ

ならない。  

（価格の制限等） 

第５条  会員は、顧客又は他の会員か

ら次の各号に掲げる注文を受けたと

きは、当該各号に定める価格で売買

又はその媒介等を行わなければなら

ない。  
１ 

～     （ 現行どおり ） 

３ 

１ 

～     （ 省   略 ） 

３ 

２  協会員は、顧客又は他の協会員か

らバスケット注文を受けたときは、

基準価格公表証券取引所における直

近の売買価格に基づき、｢上場株券等

の取引所有価証券市場外での売買等

に関する規則｣  に関する細則  （以下  
｢細則｣  という｡）  で定めるところに
より算出した額の上下５パーセント

以内の金額で売買又はその媒介等を

行わなければならない。 

２  会員は、顧客又は他の会員からバ

スケット注文を受けたときは、基準

価格公表証券取引所における直近の

売買価格に基づき、｢上場株券等の取

引所有価証券市場外での売買等に関

する規則｣  に関する細則  （以下  ｢細
則｣  という｡）  で定めるところによ
り算出した額の上下５パーセント以

内の金額で売買又はその媒介等を行

わなければならない。 

  

（特別気配が表示されている場合の取

扱い） 

第６条  協会員は、基準価格公表証券

取引所において当該証券取引所が定

める呼値に関する規則に基づきその

存在を特別に周知するものとされる

気配  （以下  ｢特別気配｣  という｡）  
が表示されている場合に、小口注文

を受けたときは、当該特別気配の価

格で売買又はその媒介等を行わなけ

ればならない。 

２ 協会員は、基準価格公表証券取引

所において特別気配が表示されてい

る場合に、小口注文以外の取引所外

売買に関する注文を受けたときは、

前条第１項第２号及び第３号並びに

同条第２項中の  ｢直近の売買価格 ｣ 

を ｢特別気配｣ と読み替えるものと

する。 

（特別気配が表示されている場合の取扱

い） 

第６条  会員 は、基準価格公表証券取

引所において当該証券取引所が定め

る呼値に関する規則に基づきその存

在を特別に周知するものとされる気

配  （以下  ｢特別気配｣  という｡）  が
表示されている場合に、小口注文を

受けたときは、当該特別気配の価格

で売買又はその媒介等を行わなけれ

ばならない。 

２ 会員は、基準価格公表証券取引所

において特別気配が表示されている

場合に、小口注文以外の取引所外売

買に関する注文を受けたときは、前

条第１項第２号及び第３号並びに同

条第２項中の  ｢直近の売買価格｣  を  
｢特別気配 ｣  と読み替えるものとす
る。 

  

（証券取引所に売買価格等がない場合

の取扱い） 

第７条  協会員は、基準価格公表証券

取引所において当日の売り気配又は

買い気配のいずれか一方又はその双

方がない場合に、小口注文を受けた

（証券取引所に売買価格等がない場合

の取扱い） 

第７条  会員 は、基準価格公表証券取

引所において当日の売り気配又は買

い気配のいずれか一方又はその双方

がない場合に、小口注文を受けたと
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新  旧  
ときは、当該証券取引所の当日の直

近の売買価格  （当該価格がない場合
は当該証券取引所の定める基準値

段）で売買又はその媒介等を行わな

ければならない。  
２  協会員は、基準価格公表証券取引

所において当日の直近の売買価格が

ない場合に、小口注文以外の取引所

外売買に関する注文を受けたとき

は、第５条第１項第２号及び第３号

並びに同条第２項中の  ｢直近の売買
価格｣  を  ｢当該証券取引所の定める
基準値段 ｣  と読み替えるものとす
る。 

きは、当該証券取引所の当日の直近

の売買価格  （当該価格がない場合は
当該証券取引所の定める基準値段）

で売買又はその媒介等を行わなけれ

ばならない。  
２  会員 は、基準価格公表証券取引所

において当日の直近の売買価格がな

い場合に、小口注文以外の取引所外

売買に関する注文を受けたときは、

第５条第１項第２号及び第３号並び

に同条第２項中の  ｢直近の売買価格｣ 
を  ｢当該証券取引所の定める基準値
段｣ と読み替えるものとする。 

  

（売買価格等の確認及び記録の保存） 

第８条  協会員は、取引所外売買に関

する注文を受けたときは、売買の価

格又は金額が第５条から前条までに

定める価格又は金額であることを確

認するものとし、当該確認の記録を

保存するものとする。 

（売買価格等の確認及び記録の保存） 

第８条  会員 は、取引所外売買に関す

る注文を受けたときは、売買の価格

又は金額が第５条から前条までに定

める価格又は金額であることを確認

するものとし、当該確認の記録を保

存するものとする。 

  

（売買の停止等） 

第９条  本協会は、次の各号に掲げる

場合には、会員が行う取引所外売買

及び協会員が媒介等を行う取引所外

売買を停止することができる。 

（売買の停止等） 

第９条  本協会は、次の各号に掲げる

場合には、会員が行う取引所外売買

及び会員 が媒介等を行う取引所外売

買を停止することができる。 

１  

～     （ 現行どおり ）  
３  

１  

～     （ 省   略 ）  
３  

２   （ 現行どおり ） ２   （ 省   略 ） 

  

（顧客への説明） 

第 14 条  協会員は、顧客から取引所

外売買に関する注文を受けたとき

は、あらかじめ、当該顧客（証券会

社に関する内閣府令第 28 条第１項各

号に掲げる者を除く。以下本項にお

いて同じ｡）に対し、次の各号に掲げ

る事項、当該売買の概要及び顧客の

判断と責任において当該売買を行う

ために必要な留意事項について記載

した説明書を交付し、これらの事項

等について十分に説明するものとす

る。ただし、当該売買の成立前１年

以内の日に当該顧客に当該説明書を

交付した場合を除く。 

 

（顧客への説明） 

第 14 条  会員 は、顧客から取引所外

売買に関する注文を受けたときは、

あらかじめ、当該顧客（証券会社に

関する内閣府令第 28 条第１項各号に

掲げる者を除く。以下本項において

同じ｡）に対し、次の各号に掲げる事

項、当該売買の概要及び顧客の判断

と責任において当該売買を行うため

に必要な留意事項について記載した

説明書を交付し、これらの事項等に

ついて十分に説明するものとする。

ただし、当該売買の成立前１年以内

の日に当該顧客に当該説明書を交付

した場合を除く。 
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新  旧  
１ 

～     （ 現行どおり ） 

６  

１ 

～     （ 省   略 ） 

６  
２   （ 現行どおり ） ２   （ 省   略 ） 

  

（取引態様等の明示） 

第 15 条  協会員は、顧客又は他の協

会員 から取引所外売買に関する注文

を受けたときは、その都度、当該顧

客又は他の 協会員 に対し、取引の態

様及び次の各号に掲げる事項を明ら

かにするものとする。 

（取引態様等の明示） 

第 15 条  会員 は、顧客又は他の 会員

から取引所外売買に関する注文を受け

たときは、その都度、当該顧客又は他

の 会員 に対し、取引の態様及び次の

各号に掲げる事項を明らかにするもの

とする。 

１ 

～     （ 現行どおり ） 

３  

１ 

～     （ 省   略 ） 

３  
  
（社内規則等の整備） 

第 16 条  協会員は、取引所外売買及

びその媒介等並びに媒介等を行う取

引所外売買の公正性を確保するた

め、社内規則及び管理体制を整備す

るものとする。 

（社内規則等の整備） 

第 16 条  会員 は、取引所外売買及び

その媒介等並びに媒介等を行う取引

所外売買の公正性を確保するため、

社内規則及び管理体制を整備するも

のとする。 

２  協会員は、取引所外売買に関する

担当責任者１名以上を定め、所定の

様式により、本協会に届け出るもの

とする。当該担当責任者を変更する

場合も同様とする。 

２  会員 は、取引所外売買に関する担

当責任者１名以上を定め、所定の様

式により、本協会に届け出るものと

する。当該担当責任者を変更する場

合も同様とする。 

  

（売買記録の作成・保存） 

第 17 条  協会員は、取引所外売買又

はその媒介等を行ったときは、伝票

その他の書類をすみやかに作成し、

整理、保存する等適切な管理を行う

ものとする。 

（売買記録の作成・保存） 

第 17 条  会員 は、取引所外売買又は

その媒介等を行ったときは、伝票そ

の他の書類をすみやかに作成し、整

理、保存する等適切な管理を行うも

のとする。 

  

（電磁的方法による説明書の交付等） 

第 18 条 協会員は、第 14 条の規定

による説明書の交付に代えて、「書

面の電磁的方法による提供等の取扱

いについて」（理事会決議）に定め

るところにより、当該説明書に記載

すべき事項について電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法により提供す

ることができる。この場合におい

て、当該会員は、当該説明書を交付

したものとみなす。 

 

 

（電磁的方法による説明書の交付等） 

第 18 条  会員は、第 14 条の規定に

よる説明書の交付に代えて、「書面

の電磁的方法による提供等の取扱い

について」（理事会決議）に定める

ところにより、当該説明書に記載す

べき事項について電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法により提供する

ことができる。この場合において、

当該会員は、当該説明書を交付した

ものとみなす。 

  

4 



 

新  旧  
付   則 

 

この改正は、平成 16 年 12 月 1 日か

ら施行する。 
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別紙 16 

「有価証券の引受けに関する規則」（公正慣習規則第 14 号） 

の一部改正について  

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更）  

新  旧  
有価証券の引受け等に関する規則 有価証券の引受けに関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、会員が本邦内にお

いて行う株券、新株予約権証券、新株

予約権付社債券、優先出資証券（証券

取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 2

条第 1 項第 5 号の 2 に掲げる有価証券

をいう。以下同じ。）及び不動産投資

信託証券（証券取引法第 2 条第 1 項第

7 号に掲げる投資信託の受益証券又は

同項第 7 号の 2 に掲げる投資証券であ

って、投資者の資金を主として不動産

関連資産に対する投資として運用する

ことを目的とするものをいう。以下同

じ。）（以下「株券等」という。）の募

集又は売出しの引受け（以下「引受

け」という。）並びに協会員が本邦内

において行う株券等の募集又は売出し

の取扱いに関し必要な事項を定め、適

正な業務の運営と投資者の保護を図る

とともに、資本市場の健全な発展に資

することを目的とする。 

（目的） 

第１条 この規則は、会員が本邦内にお

ける株券、新株予約権証券、新株予約

権付社債券、優先出資証券（証券取引

法（昭和 23 年法律第 25 号）第 2 条第

1 項第 5 号の 2 に掲げる有価証券をい

う。以下同じ。）及び不動産投資信託

証券（証券取引法第 2 条第 1 項第 7 号

に掲げる投資信託の受益証券又は同項

第 7 号の 2 に掲げる投資証券であっ

て、投資者の資金を主として不動産関

連資産に対する投資として運用するこ

とを目的とするものをいう。以下同

じ。）（以下「株券等」という。）の募

集又は売出しの引受け（以下「引受

け」という。）に関し必要な事項を定

め、適正な業務の運営と投資者の保護

を図るとともに、資本市場の健全な発

展に資することを目的とする。 

  

（配分の公平化） 

第９条 会員が引受けを行う場合又は協

会員が募集若しくは売出しの取扱いを

行う場合、当該協会員は個人投資家等

への広く公平な消化を促進し、公正を

旨とした配分を行うよう努めなければ

ならない。 

（配分の公平化） 

第９条 会員は、引受けを行うに当たっ

ては、個人投資家等への広く公平な消

化を促進し、公正を旨とした配分を行

うよう努めなければならない。 

２  協会員 は、 前項の場合における 株

券等を投資者に配分するに当たって

は、「株券等の募集等の引受け等に係

る顧客への配分について」（理事会決

議）に基づき適正に行わなければなら

ない。 

２ 会員 は、 引受けた 株券等を投資者

に配分するに当たっては、「株券等の

引受けに係る顧客への配分について」

（平成９年８月８日理事会決議）に基

づき適正に行わなければならない。 

３ 

～  }   （ 現行どおり ） 

５ 

３ 

～  }   （ 省   略 ） 

５ 

  

付   則 

この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から

施行する。 

 

 

 



別紙 17 

「『有価証券の引受けに関する規則』に関する細則」 

の一部改正について  

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更）  

新  旧  
「有価証券の 引受け等 に関する規則」

に関する細則 

「有価証券の 引受け に関する規則」に

関する細則 

（目的） 

第１条 この細則は、有価証券の引受け

等に関する規則 （以下「規則」とい

う。）の施行に関し、必要な事項を定

める。 

（目的） 

第１条 この細則は、有価証券の引受け

に 関す る 規 則 （ 以 下 「規 則 」 と い

う。）の施行に関し、必要な事項を定

める。 

  

（配分の公平化） 

第４条  規則第９条第５項に規定する配

分の公平化の取扱いについては、次の

とおりとする。 

（配分の公平化） 

第４条  規則第９条第５項に規定する配

分の公平化の取扱いについては、次の

とおりとする。 

１ 協会員は、規則第９条に定めると

ころによるほか、本協会が別に定め

るところに従わなければならない。  

１ 会員 は、規則第９条に定めるとこ

ろによるほか、本協会が別に定める

ところに従わなければならない。  

２ 

～  }   （ 現行どおり ） 

５ 

２ 

～  }   （ 省   略 ） 

５ 

  

付   則 

 

この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から

施行する。 

 

 

  
 



別紙 18 

「株券等の引受けに係る顧客への配分について」（理事会決議） 

の一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配

分について 

株券等の引受けに係る顧客への配分について 

この理事会決議は、協会員による株券、新株

予約権証券、新株予約権付社債券、優先出資証

券（証券取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 2

条第 1項第 5号の 2に掲げる有価証券をいう。）

及び不動産投資信託証券（証券取引法第 2条第

1 項第 7 号に掲げる投資信託の受益証券又は同

項第 7号の 2に掲げる投資証券であって、投資

者の資金を主として不動産関連資産に対する

投資として運用することを目的とするものを

いう。）（以下「株券等」という。）の募集若し

くは売出しの引受け、募集若しくは売出しの取

扱い又は売出し（以下「募集等の引受け等」と

いう。）を行うに当たって、株券等を広い範囲

の投資者へ円滑に消化することを図りつつ、顧

客への公平な配分を実現することを目的とす

る。 

この理事会決議は、会員による株券、新株予

約権証券、新株予約権付社債券、優先出資証券

（証券取引法（昭和 23 年法律第 25号）第 2条

第 1 項第 5 号の 2 に掲げる有価証券をいう。）

及び不動産投資信託証券（証券取引法第 2条第

1 項第 7 号に掲げる投資信託の受益証券又は同

項第 7号の 2に掲げる投資証券であって、投資

者の資金を主として不動産関連資産に対する

投資として運用することを目的とするものを

いう。）（以下「株券等」という。）の募集若し

くは売出しの取扱い又は売出し（以下「募集の

取扱い等」という。）を行うに当たって、株券

等を広い範囲の投資者へ円滑に消化すること

を図りつつ、顧客への公平な配分を実現するこ

とを目的とする。 

  
１．公平な配分 

協会員は、募集等の引受け等を行うに当たっ

ては、株券等を不特定多数の投資者に広く消

化することに努めつつ、公平を旨とする配分

を行うこととする。 

１．公平な配分 

会員は、募集の取扱い等を行うに当たって

は、株券等を不特定多数の投資者に広く消化

することに努めつつ、公平を旨とする配分を

行うこととする。 
  

２．配分の基本方針の策定及び公表 

(1) 協会員は、募集等の引受け等を行うに当

たっては、あらかじめ、株券等を投資者

に配分する際の基本方針（以下「基本方

針」という。）を策定するものとする。 

２．配分の基本方針の策定及び公表 

(1) 会員は、募集の取扱い等を行うに当たっ

ては、あらかじめ引き受けた株券等を投

資者に配分する際の基本方針（以下「基

本方針」という。）を策定するものとする。 
(2) 協会員は、基本方針を本協会へ届け出る

とともに、アニュアルレポートへ記載す

る等、適切な方法により、その内容を投

資者へ周知するものとする。 

(2) 会員は、基本方針を本協会へ届け出ると

ともに、アニュアルレポートへ記載する

等、適切な方法により、その内容を投資

者へ周知するものとする。 

1 



 
新 旧 

(3) 本協会は、協会員から届出を受けた基本

方針を取りまとめ、公表する。 
(3) 本協会は、会員から届出を受けた基本方

針を取りまとめ、公表する。 
  
３．社内規則の制定及びその概要の公表 

(1) 協会員は、募集等の引受け等を行った株

券等の配分に関して、次に掲げる事項に

ついて規定した社内規則（以下「社内規

則」という。）を作成し遵守するものとす

る。 

３．社内規則の制定及びその概要の公表 

(1) 会員は、引受けを行った株券等の配分に

関して、次に掲げる事項について規定し

た社内規則（以下「社内規則」という。）

を作成し遵守するものとする。 

① 

～     （ 現行どおり ） 
⑦ 

① 

～     （ 省   略 ） 
⑦ 

(2) 協会員は、社内規則及びその概要を本協

会へ届け出るものとする。 
(2) 会員は、社内規則及びその概要を本協会

へ届け出るものとする。 
(3) 協会員は、作成した社内規則の概要をア

ニュアルレポートへ記載する等、適切な

方法により、内容を投資者へ周知するも

のとする。 

(3) 会員は、作成した社内規則の概要をアニ

ュアルレポートへ記載する等、適切な方

法により、内容を投資者へ周知するもの

とする。 

(4) 本協会は、協会員から届出を受けた社内

規則の概要を取りまとめ、公表する。 

(4) 本協会は、会員から届出を受けた社内規

則の概要を取りまとめ、公表する。 

  
４．社内管理体制の充実 

協会員は、募集等の引受け等を行った株券等

の配分が自社の社内規則に基づき適正に行

われたか否かについて、内部管理統括責任者

の責任において定期的に検査を行うものと

する。 

４．社内管理体制の充実 

会員は、募集の取扱い等を行った株券等の配

分が自社の社内規則に基づき適正に行われ

たか否かについて、内部管理統括責任者の責

任において定期的に検査を行うものとする。 

  

５．記録の保存等 

(1) 協会員は、外部の監査・検査等が適切に

行われるよう個別銘柄の配分に関する記

録及び上記４．の検査結果を５年間保存

するものとする。 

５．記録の保存等 

(1) 会員は、外部の監査・検査等が適切に行

われるよう個別銘柄の配分に関する記録

及び上記４．の検査結果を５年間保存す

るものとする。 
(2) 協会員は、上記(1)の記録について、本

協会が行う提出請求又は監査に応じるも

のとする。 

(2) 会員は、上記(1)の記録について、本協

会が行う提出請求又は監査に応じるもの

とする。 
 
 

 

 2



 
新 旧 

付   則 

 

この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から施行す

る。 

 

（注）今後、この「理事会決議」は、自主規制会議規則第 12条に基づき、「自主規制会議決
議」として取り扱われることとなります。 
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別紙 19 

「店頭売買有価証券の登録等に関する規則」（公正慣習規則第１号） 

の一部改正について 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
 
（公募増資等に係る株式の公正な配分） 
第 ７ 条の３ 引受会員及び引受会員から
公募増資等の取扱いを委託された協会員

は、公募増資等に係る株式（入札によるも

のを除く。以下第７条の４までにおいて同

じ。）について、公正を旨とした配分を行

うよう努めるものとする。この場合におい

て、当該引受会員及び引受会員から公募増資

等の取扱いを委託された協会員は、公募増資

等に係る株式の配分方針を定めるものと

する。 
２ 引受会員及び引受会員から公募増資等の

取扱いを委託された協会員は、前項に規定す

る配分方針を公表するものとする。 
３ 前２項に規定する公募増資等に係る株

式の配分について必要な事項は、別に定め

るものとする。 

 
（公募増資等に係る株式の公正な配分） 
第 ７ 条の３ 引受会員及び引受会員から
公募増資等の取扱いを委託された会員は、

公募増資等に係る株式（入札によるものを

除く。以下第７条の４までにおいて同じ。）

について、公正を旨とした配分を行うよう

努めるものとする。この場合において、当

該会員は、公募増資等に係る株式の配分方

針を定めるものとする。 
 

 
２ 引受会員は、前項に規定する配分方針を

公表するものとする。 
 

３ 前２項に規定する公募増資等に係る株

式の配分について必要な事項は、別に定め

るものとする。 

 
（記録の保存） 
第 ７ 条の４ 前条第１項に規定する引受会
員及び引受会員から公募増資等の取扱いを

委託された協会員は、公募増資等に係る株

式の取得者に係る記録を書面又は電磁的

方法等により５年間保存するものとする。 

 
（記録の保存） 
第 ７ 条の４ 前条第１項に規定する会員
は、公募増資等に係る株式の取得者に係る

記録を書面又は電磁的方法等により５年

間保存するものとする。 
 

２ ブックビルディングを行う場合におい

て、当該ブックビルディングを担当する会

員は、前項の記録に加え、需要状況の調査

に係る記録を書面又は電磁的方法等によ

り５年間保存するものとする。 

２ ブックビルディングを行う場合におい

て、当該ブックビルディングを担当する会

員は、前項の記録に加え、需要状況の調査

に係る記録を書面又は電磁的方法等によ

り５年間保存するものとする。 
３ 会員は、本協会が会員に対して前２項に規

定する記録の提出を求めた場合には、これに

応じなければならない。 

３        （省 略） 
 
 

1 



新 旧 
４ 引受会員から公募増資等の取扱いを委託

された協会員（前項に掲げる会員を除く。）は、

本協会が第 1項に規定する記録の提出を求めた

場合には、これに応じなければならない。

４        （新 設） 

 
（第三者割当増資等に関する細則等の違反

に対する措置） 
第 13 条 本協会は、第８条に基づく登録が
行われた後に、第５条第１項第 13 号に基

づく第三者割当増資等に関する細則に適

合しない事実が判明し、必要があると認め

る場合には、当該発行会社に対して、次の

各号に掲げる措置を講じることができる。 

１ 当該発行会社名を公表すること 

２ 協会員が、当該発行会社の発行する株

券、新株予約権証券及び新株予約権付社

債券について、その引受け、売出し及び

募集・売出しの取扱いを行うことを一定

期間禁止すること 

３ 協会員が、当該発行会社の発行した株

券及び新株予約権付社債券について、顧

客に対する投資勧誘を行うことを一定

期間禁止すること 
 

 
（第三者割当増資等に関する細則等の違反

に対する措置） 
第 13 条 本協会は、第８条に基づく登録が
行われた後に、第５条第１項第 13 号に基

づく第三者割当増資等に関する細則に適

合しない事実が判明し、必要があると認め

る場合には、当該発行会社に対して、次の

各号に掲げる措置を講じることができる。 

１       （省 略） 

２ 会員が、当該発行会社の発行する株

券、新株予約権証券及び新株予約権付社

債券について、その引受け、売出し及び

募集・売出しの取扱いを行うことを一定

期間禁止すること 

３ 会員が、当該発行会社の発行した株券

及び新株予約権付社債券について、顧客

に対する投資勧誘を行うことを一定期

間禁止すること 

付  則 

 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。 
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別紙 20 

「『店頭売買有価証券の登録等に関する規則』に関する細則」の一部改正について 

 
平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
  

（入札による手続き） 

第 ７ 条 規則第７条第１項第２号に規定す

る入札による公募増資等に関しては、次のと

おり取り扱うものとする。 

（入札による手続き） 

第 ７ 条     （省 略） 

１ 入札事務の委任 

 幹事証券会社は、入札に係る事務を本協

会に委任するものとする。この場合におけ

る事務の委任は、本協会が定める様式によ

る入札の事務委任に関する契約書をもっ

て行うこととする。 

（省 略） 

２ 入札株式数 

 幹事証券会社は、公募増資等に係る株式

数の 50 パーセント以上の株式数を入札に

付するものとする。 

（省 略） 

３ 入札の下限価格及び公表 

 登録申請会社及び幹事証券会社は、別表

２の２に掲げる類似会社比準方式に基づ

いて算出した金額（同金額に入札申込価格

の単位に満たない端数が生じた場合は、こ

れを切り上げる。）に 85パーセントを乗じ

て得た金額を入札を行う場合の下限価格

として決定し、下限価格並びに類似会社の

社名及び当該会社を選定した理由等を公

表するものとする。 

（省 略） 

４ 入札取次ぎの制限 

 協会員は、次に掲げる者の入札の取次ぎ

を行ってはならない。 

イ 登録申請会社及びその特別利害関係

者（第三者割当増資等に関する細則第２

条第４号に規定する者をいう。） 

ロ 登録申請会社の大株主上位 10 名（第

三者割当増資等に関する細則第２条第

７号に規定する者をいう。） 

４ 入札取次ぎの制限 

 会員は、次に掲げる者の入札の取次ぎを

行ってはならない。 

イ 登録申請会社及びその特別利害関係

者（第三者割当増資等に関する細則第２

条第４号に規定する者をいう。） 

ロ 登録申請会社の大株主上位 10 名（第

三者割当増資等に関する細則第２条第

７号に規定する者をいう。） 

1 
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ハ 登録申請会社の従業員 ハ 登録申請会社の従業員 

ニ 会員等（第三者割当増資等に関する細

則第２条第８号に規定する者をいう。）

及び店頭売買有価証券に係る証券仲介

業務を行う特別会員（証券仲介業務に基

づく入札を除く。)

ニ 会員等（第三者割当増資等に関する細

則第２条第８号に規定する者をいう。） 

５ 入札の不成立 

 本協会は、入札申込株式数が公募増資等

に係る株式数の 25 パーセントに満たなか

った場合には、当該入札が成立しなかった

ものとして取り扱うこととし、その場合、

一切の入札を取り消すものとする。 

５       （省 略） 

 

６ 入札及び落札結果又は入札の不成立の

通知及び公表 

 本協会は、入札及び落札結果又は入札の

不成立について必要な事項を協会員に通

知するとともに公表する。 

６ 入札及び落札結果又は入札の不成立の

通知及び公表 

 本協会は、入札及び落札結果又は入札の

不成立について必要な事項を会員に通知

するとともに公表する。 

７ 落札者名簿の提出 

 入札により落札のあった取次ぎ会員は、

落札者（その名義のいかんを問わず、実質

的にその計算が帰属する者を含む。）の氏

名、住所及び入札・落札株式数等を記載し

た落札者名簿を入札日から３営業日以内

に本協会に提出するものとする。 

７       （省 略） 

８ 落札の取消し 

 本協会は、入札の公正性が著しく損なわ

れたと認められる場合には、一切の落札を

取り消すことができる。 

９ 入札事務取扱手数料 

 幹事証券会社は、入札事務取扱手数料と

して１件当たり 50万円を第 18条に規定す

る方法により支払う。 

８       （省 略） 

 

 

 

９       （省 略） 

２ 前項に規定する入札に係る事務処理等に

ついては、別に定める店頭株式入札事務処理

要領により行うものとする。 

 

 

２        （省 略） 
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付  則 

 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。 
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別紙 21 

「店頭株式入札事務処理要領」（理事会決議）の一部改正について 
 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 
新 旧 

 
「店頭売買有価証券の登録等に関する規則」

に関する細則（以下「細則」という｡）第７

条第２項の規定に基づく「店頭株式入札事務

処理要領」は、次のとおりとする｡ 
 
１～３   （現行どおり） 
４ 入札申込みの取次ぎ 

会員は、その本店その他の営業所におい

て、投資者から所定の様式の「入札申込書」

により入札の申込み（入札取次ぎ協会員を

通じた入札の申込みを含む。）を受け付け、

これを本協会に取り次ぐ。 
５ 入札要領等の会員等への送付 
 会員に対し、原則として発行条件決定日

の翌日に、本協会は「入札の実施に関する

通知」を、また、引受会員は要約仮目論見

書（当該要約仮目論見書を作成していない

場合は、仮目論見書。以下同じ｡）をそれ

ぞれ送付する。 
 また、入札取次協会員は、入札申込者に

対し、入札要領、入札留意事項についての

文書及び要約仮目論見書を交付する。 
 

 

（省 略） 

 
 
 
 
１～３   （省 略） 
４ 入札申込みの取次ぎ 

会員は、その本店その他の営業所におい

て、投資者から所定の様式の「入札申込書」

により入札の申込みを受け付け、これを本

協会に取り次ぐ。 
 

５ 入札要領等の会員等への送付 
 会員に対し、原則として発行条件決定日

の翌日に、本協会は「入札の実施に関する

通知」を、また、引受会員は要約仮目論見

書（当該要約仮目論見書を作成していない

場合は、仮目論見書。以下同じ｡）をそれ

ぞれ送付する。 
 また、入札取次会員は、入札申込者に対

し、入札要領、入札留意事項についての文

書及び要約仮目論見書を交付する。 

６～10     （現行どおり） 
 
11 落札者への報告 

(１) 入札取次協会員は、落札者に対し落
札結果を報告する（入札取次会員は、

入札取次協会員を介して入金された落

札代金を引受会員に対し所定の方法に

より払い込む｡）。 
(２) 入札取次協会員は、落札者以外の入
札参加者（申込みの一部について落札し

６～10      （省  略） 
 

11 落札者への報告 
(１) 入札取次会員は、落札者に対し落札
結果を報告する（入札取次会員は、落札

代金を引受会員に対し所定の方法によ

り払い込む｡）。 
 
(２) 入札取次会員は、落札者以外の入札
参加者（申込みの一部について落札した者

1 
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た者を含む｡）に対し落札結果を報告す

る。 
を含む｡）に対し落札結果を報告する。 

 

 

12～13  （現行どおり） 

 

 

14 電磁的方法による受付等 
(１) 会員は、４の規定による「入札申込
書」の受け付けに代えて、「書面の電磁

的方法による提供等の取扱いについ

て」（理事会決議）に定めるところによ

り、当該入札申込書に記載すべき事項

について電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法により受け付けることができ

る。この場合において、当該会員は、

当該申込書を受け付けたものとみな

す。 

 

14 電磁的方法による受付等 
(１)       （省 略） 

(２) 引受会員は、５の規定による要約仮
目論見書の送付に代えて、「書面の電磁

的方法による提供等の取扱いについ

て」（理事会決議）に定めるところによ

り、当該要約仮目論見書に記載すべき

事項について電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法により送付することができ

る。この場合において、当該引受会員

は、要約仮目論見書を送付したものと

みなす。 

(２)       （省 略） 

(３) 入札取次協会員は、５の規定による
入札要領、入札留意事項についての文

書及び要約仮目論見書の交付に代え

て、「書面の電磁的方法による提供等の

取扱いについて」（理事会決議）に定め

るところにより、当該入札要領、入札

留意事項についての文書及び要約仮目

論見書に記載すべき事項について電子

情報処理組織を使用する方法その他の

(３) 入札取次会員は、５の規定による入
札要領、入札留意事項についての文書

及び要約仮目論見書の交付に代えて、

「書面の電磁的方法による提供等の取

扱いについて」（理事会決議）に定める

ところにより、当該入札要領、入札留

意事項についての文書及び要約仮目論

見書に記載すべき事項について電子情

報処理組織を使用する方法その他の情
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情報通信の技術を利用する方法により

交付することができる。この場合にお

いて、当該入札取次協会員は、入札要

領、入札留意事項についての文書及び

要約仮目論見書を交付したものとみな

す。 

報通信の技術を利用する方法により交

付することができる。この場合におい

て、当該入札取次会員は、入札要領、

入札留意事項についての文書及び要約

仮目論見書を交付したものとみなす。 

 

付  則 

 

この改正は、平成 16 年 12 月 1 日から施行

する。 

 

 

（注）今後、この「理事会決議」は、自主規制会議規則第 12 条に基づき、「自主規制会議

決議」として取り扱われることとなります。 
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別紙 22 

1 

「店頭売買有価証券の売買その他の取引に関する規則」 

（公正慣習規則第１号の２）の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 
新 旧 

  
 （顧客からの確認事項等） 

第 ４ 条 協会員は、顧客から店頭売買有価証

券の注文を受ける場合には、あらかじめ次の

各号に掲げる事項を当該顧客に確認するもの

とする。 

１ 氏名又は名称 

２ 住所又は事務所の所在地 

３ 特に通信を受ける場所を定めたときは、

その場所 

４ 代理人を定めたときは、その氏名又は名

称及び住所又は事務所の所在地並びに代理

人の権限の範囲 

 （顧客からの確認事項等） 

第 ４ 条 会員は、顧客から店頭売買有価証券

の注文を受ける場合には、あらかじめ次の各

号に掲げる事項を当該顧客に確認するものと

する。 

１～４     （省 略） 

２ 協会員は、顧客から店頭売買有価証券の注

文を受ける場合には、その都度、次に掲げる

事項について指示を受けなければならない。 

１ 銘  柄 

２ 自己又は委託の別 

３ 売付け又は買付けの区別 

２ 会員は、顧客から店頭売買有価証券の注文

を受ける場合には、その都度、次に掲げる事

項について指示を受けなければならない。 

１～１１    （省 略） 

４ 数  量 

５ 価  格 

６ 受渡しについての指示事項 

７ 委託注文の場合は、その注文有効期間 

８ 空売り（証券取引法施行令（以下「施行

令」という。）第 26条の３第１項に規定す

る空売りをいう。以下同じ。）を行おうとす

るときは、有価証券の空売りに関する内閣

府令（以下「空売り府令」という。）第 2

条各号に規定する取引を除き、その旨 

９ ＪＡＳＤＡＱ売買システム稼働時間外

取引を行おうとするときは、その旨 
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10 信用取引（第 45 条の規定に基づく信用

取引をいう。本条及び第９条において同

じ。）により貸付けを受けた買付代金又は売

付有価証券の弁済のために行おうとすると

きは、その旨 

11 顧客が他の会員である場合において、信

用取引により貸付けを受けた買付代金又

は売付有価証券の弁済に係る売買の委託

の取次ぎを引き受けたときは、その旨 

 

３ 協会員は、顧客から信用取引による売付け

又は買付けの注文を受ける場合（顧客が他の

会員である場合において、信用取引に係る売

買の委託の取次ぎを引き受けたときを含む。）

には、前項各号に掲げる事項のほか、その都

度、次に掲げる事項について指示を受けなけ

ればならない。 

３ 会員は、顧客から信用取引による売付け又

は買付けの注文を受ける場合（顧客が他の会

員である場合において、信用取引に係る売買

の委託の取次ぎを引き受けたときを含む。）に

は、前項各号に掲げる事項のほか、その都度、

次に掲げる事項について指示を受けなければ

ならない。 

１ 信用取引による旨 

２ 制度信用取引によるものか一般信用取

引によるものかの別 

３ 顧客が他の会員である場合において、信

用取引に係る売買の委託の取次ぎを引き

受けたときは、その旨 

 

１～３      （省 略） 

 

 

 

（成行注文の受託の禁止） 

第 42 条 協会員は、店頭売買有価証券につい

ては成行注文を受けないものとする。 

 

（成行注文の受託の禁止） 

第 42 条 会員は、店頭売買有価証券につい

ては成行注文を受けないものとする。 

（安定操作取引の受託の制限等） 

第 44 条 協会員は、安定操作取引の委託をす

ることができる者（施行令第 20 条第３項各

号に掲げる者をいう。）であることを知りな

がら、その者から、募集又は売出しに係る有

価証券の発行会社の発行する登録銘柄（新株

引受権証書を除き、転換社債型新株予約権付

債券の募集又は売出しの場合には店頭転換

社債型新株予約権付社債を含む。）について、

施行令第 20条から第25条までの規定に従い

（安定操作取引の受託の制限等） 

第 44 条 会員は、安定操作取引の委託をする

ことができる者（施行令第 20 条第３項各号

に掲げる者をいう。）であることを知りなが

ら、その者から、募集又は売出しに係る有価

証券の発行会社の発行する登録銘柄（新株引

受権証書を除き、転換社債型新株予約権付債

券の募集又は売出しの場合には店頭転換社

債型新株予約権付社債を含む。）について、

施行令第 20条から第25条までの規定に従い
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行う安定操作取引の受託を除き、安定操作期

間内において執行する条件の買付けを受託

してはならない。 

行う安定操作取引の受託を除き、安定操作期

間内において執行する条件の買付けを受託

してはならない。 

２ 協会員は、安定操作取引に係る有価証券の

発行会社であることを知りながら、当該発行

会社から、募集又は売出しに係る有価証券の

発行会社の発行する登録銘柄（新株引受権証

書を除く。）について、安定操作期間内にお

いて執行する条件の買付けを受託してはな

らない。 

２ 会員は、安定操作取引に係る有価証券の発

行会社であることを知りながら、当該発行会

社から、募集又は売出しに係る有価証券の発

行会社の発行する登録銘柄（新株引受権証書

を除く。）について、安定操作期間内におい

て執行する条件の買付けを受託してはなら

ない。 

３ 会員は、安定操作取引が最初に行われた時

から安定操作期間の末日までの間、安定操作

取引が行われたことを知りながら、その旨を

表示しないで、募集又は売出しに係る有価証

券の発行会社の発行する登録銘柄（新株引受

権証書を除き、転換社債型新株予約権付社債

券の募集又は売出しの場合には店頭転換社

債型新株予約権付社債を含む。）について、

原則として買付けの受託又は売付けを行っ

てはならない。 

３        （省 略） 

 

（信用取引及び貸借取引） 

第 45 条 協会員は、店頭売買取引に係る信用

取引及び清算対象取引の決済のために本協

会が指定する証券金融会社（以下「指定証券

金融会社」という。）から本協会の決済機構

を利用して金銭又は有価証券の貸付けを受

ける取引（以下「貸借取引」という。）を行

う場合には、「信用取引及び貸借取引に関す

る細則」の定めるところにより行うものとす

る。 

 

 

（信用取引及び貸借取引） 

第 45 条 会員は、店頭売買取引に係る信用取

引及び清算対象取引の決済のために本協会

が指定する証券金融会社（以下「指定証券

金融会社」という。）から本協会の決済機構

を利用して金銭又は有価証券の貸付けを受

ける取引（以下「貸借取引」という。）を行

う場合には、「信用取引及び貸借取引に関す

る細則」の定めるところにより行うものと

する。 

（未発行店頭売買有価証券の店頭売買取引の

制限） 

第 46 条 協会員は、次項に定める場合を除

き、未発行店頭売買有価証券については店頭

売買取引を行わないものとする。 

（未発行店頭売買有価証券の店頭売買取引の

制限） 

第 46 条 会員は、次項に定める場合を除き、

未発行店頭売買有価証券については店頭売

買取引を行わないものとする。 
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新 旧 
２ 協会員は、本協会が別に定める「登録銘柄

の発行日取引に関する細則」により登録され

た登録銘柄については、同細則の定めるとこ

ろにより、発行日取引を行うことができる。 

２ 会員は、本協会が別に定める「登録銘柄の

発行日取引に関する細則」により登録された

登録銘柄については、同細則の定めるところ

により、発行日取引を行うことができる。 

 

（媒介、取次ぎ若しくは代理の報告） 

第 49 条 会員は、店頭売買有価証券について

媒介、取次ぎ若しくは代理を行ったときは、

売買成立後、第 47 条に準じてすみやかに所

定の様式により本協会に報告しなければな

らない。 

 

（媒介、取次ぎ若しくは代理の報告） 

第 49 条     （省 略） 

（適正な投資勧誘） 

第 52 条の２ 協会員は、店頭売買有価証券の

売買その他の取引の勧誘、顧客管理等につい

て、「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関す

る規則」（公正慣習規則第 9 号）に定めると

ころに従うものとする。 

（適正な投資勧誘） 

第 52 条の２ 会員は、店頭売買有価証券の売

買その他の取引の勧誘、顧客管理等につい

て、「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関す

る規則」（公正慣習規則第 9 号）に定めると
ころに従うものとする。 

 

 

付  則 

 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。 

 

 

 



別紙 23 

「信用取引及び貸借取引に関する細則」の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
 

（目  的）  

第 １ 条 この細則は、「店頭売買有価証券

の売買その他の取引に関する規則」（公正

慣習規則第１号の２。以下「売買規則」と

いう。）第 45 条の規定に基づき、会員及び

会員が証券仲介業務の委託を行う特別会

員が行う信用取引及び貸借取引について

必要な事項を定める。 

 

（目  的）  

第 １ 条 この細則は、「店頭売買有価証券

の売買その他の取引に関する規則」（公正

慣習規則第１号の２。以下「売買規則」と

いう。）第 45 条の規定に基づき、会員が行

う信用取引及び貸借取引について必要な

事項を定める。 
 

 

（新株引受権証書等の信用取引の禁止） 

第 ３ 条 会員及び会員が証券仲介業務の

委託を行う特別会員は、株券以外の登録銘

柄、登録銘柄としての登録取消基準に該当し

た銘柄（登録規則第 11 条第２項第 19 号に規

定する基準に該当した銘柄を除く。）、店頭管

理銘柄その他本協会が適当でないと認めた

銘柄について、信用取引を行ってはならな

い。 

 

 

（新株引受権証書等の信用取引の禁止） 

第 ３ 条 会員は、株券以外の登録銘柄、登

録銘柄としての登録取消基準に該当した銘

柄（登録規則第 11 条第２項第 19 号に規定す

る基準に該当した銘柄を除く。）、店頭管理銘

柄その他本協会が適当でないと認めた銘柄

について、信用取引を行ってはならない。 

 

（役員及び従業員に対する信用取引の禁止） 

第 ４ 条 会員及び会員が証券仲介業務の

委託を行う特別会員は、自己の役員又は従

業員（特別会員にあっては、証券仲介業務、

先物取次業務及び有価証券店頭デリバテ

ィブ取引に従事する自己の役員又は従業

員に限る。）のために信用取引を行っては

ならない。 

 

（役員及び従業員に対する信用取引の禁止） 

第 ４ 条 会員は、自己の役員又は従業員の

ために信用取引を行ってはならない。 

 

（制度信用銘柄以外の銘柄の制度信用取引

の禁止等） 

第 ７ 条 会員及び会員が証券仲介業務の

委託を行う特別会員は、登録銘柄（株券に

限る。以下同じ。）のうち制度信用取引を

（制度信用銘柄以外の銘柄の制度信用取引

の禁止等） 

第 ７ 条 会員は、登録銘柄（株券に限る。

以下同じ。）のうち制度信用取引を行うこ

とができる銘柄（以下「制度信用銘柄」と

1 



新 旧 
行うことができる銘柄（以下「制度信用銘

柄」という。）以外の銘柄について、制度

信用取引を行ってはならない。 

 

２ 会員及び会員が証券仲介業務の委託を

行う特別会員は、清算対象取引以外の店頭

売買取引については、制度信用取引を行っ

てはならない。 

 

いう。）以外の銘柄について、制度信用取

引を行ってはならない。 

 

 

２ 会員は、清算対象取引以外の店頭売買取

引については、制度信用取引を行ってはな

らない。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 16 年 12 月１日から施行

する。 
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別紙 24 

「登録銘柄の発行日取引に関する細則」の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 
新 旧 

 （目   的） 
第 １ 条 この細則は、「店頭売買有価証券の
売買その他の取引に関する規則」（公正慣習

規則第１号の２。以下「売買規則」という｡）

第 46 条第２項の規定に基づき、会員及び会

員が証券仲介業務の委託を行う特別会員が

行う登録銘柄の発行日取引（以下「発行日取

引」という｡）について必要な事項を定める。 

 （目   的） 
第 １ 条 この細則は、「店頭売買有価証券の
売買その他の取引に関する規則」（公正慣習

規則第１号の２。以下「売買規則」という｡）

第 46 条第２項の規定に基づき、会員が行う

登録銘柄の発行日取引（以下「発行日取引」

という｡）について必要な事項を定める。 
 

 
 （売付顧客の制限）  

第 ９ 条 会員及び会員が証券仲介業務の委
託を行う特別会員は、権利保有者（登録銘柄

の発行会社が行う株主割当又は株式分割を

受ける権利を有する者若しくは公募増資に

応じたことにより権利を有する者（当該権利

を有する者から発行日取引による買付けに

より当該権利を取得した者を含む｡）をいう。

以下同じ｡）以外の者からの発行日取引によ

る売付注文を受託してはならない。 
２ 会員及び会員が証券仲介業務の委託を行

う特別会員は、権利保有者からの発行日取引

による売付注文の受託に際し、当該権利保有

者から権利を有する旨の証しとなる書面及

び本人確認書類の提示を受けるものとする。 
 

 
 （売付顧客の制限）  

第 ９ 条 会員は、権利保有者（登録銘柄の発
行会社が行う株主割当又は株式分割を受け

る権利を有する者若しくは公募増資に応じ

たことにより権利を有する者（当該権利を有

する者から発行日取引による買付けにより

当該権利を取得した者を含む｡）をいう。以

下同じ｡）以外の者からの発行日取引による

売付注文を受託してはならない。 

 
２ 会員は、権利保有者からの発行日取引によ

る売付注文の受託に際し、当該権利保有者か

ら権利を有する旨の証しとなる書面及び本

人確認書類の提示を受けるものとする。 
 

（規則の準用） 

第 23 条 この細則のほか、会員及び会員が証

券仲介業務の委託を行う特別会員が発行日

取引を行うに当たり必要な事項については、

登録規則及び「店頭売買有価証券の登録等に

関する規則」に関する細則並びに売買規則及

び売買細則の規定を準用する。 
 

（規則の準用） 

第 23 条 この細則のほか、会員が発行日取引

を行うに当たり必要な事項については、登録

規則及び「店頭売買有価証券の登録等に関す

る規則」に関する細則並びに売買規則及び売

買細則の規定を準用する。 
 

付  則 

この改正は、平成 16年 12 月 1日から施行す

る。 

 

 



別紙 25 

「定款の施行に関する規則」の一部改正について 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

（下線部分変更） 

新 旧 
（報告事項） 

第６条  （ 現行どおり ） 
（報告事項） 
第６条  （ 省 略 ） 

２ 定款第 29条で準用する同第16条に規定す

る特別会員の報告は、次に掲げる場合にこれ

を行うものとする。 

２ 定款第 29条で準用する同第16条に規定す

る特別会員の報告は、次に掲げる場合にこれ

を行うものとする。 
１ 

～    （ 現行どおり ） 

20  

１ 

～    （ 省 略 ） 

20 
 21 他の法人その他の団体が、親法人等又は

子法人等に該当し、又は該当しないことと

なったとき（証券仲介業務を行う特別会員

に限る）。

（ 新 設 ） 

 22 会員から証券仲介業務の委託を受ける

こととなったとき、又は委託を受けないこ

ととなったとき。 

（ 新 設 ） 

 23 

～     （ 現行どおり ） 

31

21 

～    （ 省 略 ） 

29

 

付  則 

この改正は、平成 16年 12月１日から施行する。 

 

 

 




